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序     文 
 
ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）は、2020年までに後発開発途上国から脱却す

ることを目標としており、基礎教育の普及・改善を貧困の根本的解決に向けた優先事項としてい

ると同時に、国家計画「第7次国家社会経済開発計画（NSEDP）2011～2015年」において、教育分

野を取り組むべき重点分野の一つとして位置づけています。また、教育・スポーツ省は2015年ま

でに万人のための教育（EFA）の目標を達成すべく、「公平さとアクセスの改善」「質とレリバンス

（適切性）の改善」「教育行政とマネジメントの改善」を3本柱として積極的に教育改善に取り組

んでおり、2009年には包括的なセクター開発計画である「教育セクター開発フレームワーク（ESDF）」
も策定されました。こうした取り組みにより、初等教育の純就学率や成人識字率は徐々に改善さ

れつつあるものの、依然として教育をとりまく多くの課題が残されている状況です。その主な課

題の一つとして、教育の質の低さ、特に教員の質及び教員が実践する授業の質の改善が喫緊の課

題として挙げられており、継続的な研修を通じた現職教員の質の向上の必要性が指摘されていま

す。 
わが国政府は、こうした課題を解決するためにラオス政府の要請を受け、2010年2月から「理数

科現職教員研修改善プロジェクト」を開始しました。 
本報告書は、プロジェクトの終了時評価において、関係者へのインタビュー等を通してプロジ

ェクトの目標達成度や成果の発現状況等を把握・分析するとともに、特に案件終了後の持続性を

念頭に置いた提言・教訓を策定し、ラオス側との協議を経て合意した評価結果を取りまとめたも

のです。 
最後に、調査にご協力頂いた内外関係機関に、改めて深い感謝の意を表するとともに、今後の

協力事業に向けて、引き続き一層のご支援をお願いするしだいです。 
 
平成26年6月 

 
独立行政法人国際協力機構 
ラオス事務所長 武井 耕一 
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終了時評価調査結果要約表 
１.案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：理数科現職教員研修改善プロジェクト

（ITSME） 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額（評価時点）：3 億 2,000 万円 

 
 
協力期間 

R/D 締結  ：2009 年 11 月 19 日 先方関係機関：教育・スポーツ省（MOES）教員教育局

開始      ：2010 年 2 月 22 日 日本側協力機関：株式会社 VSOC 

終了（予定）：2013 年 10 月 31 日 他の関連協力：チャンパサック県及びサバナケット

県学校環境改善計画（コミュニティ開発支援無償）

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）の国家計画「第 6 次国家社会経済開発計画

（National Socio-Economic Development Plan。以下「NSEDP」という。）2006～2010 年」では、教

育分野をその重点分野の一つとして位置づけ、「教育改革を通じた人材開発の質的・量的改善」

を目標として掲げている。また、教育・スポーツ省（Ministry of Education and Sports。以下「MOES」
という。）は、「アクセス」「質」及び「マネジメント」の改善を 3 本柱に、2015 年までに「万人

のための教育（Education for All。以下「EFA」という。）」を達成すべく、具体的な行動目標を設

定している。 
これらの取り組みの下、初等教育純就学率は 79.0％（2000 年）から 91.6％（2008 年）へと向

上した。しかし、その一方で留年率及び中退率の改善については期待されたほどの成果はみられ

ていない。その主要因の一つとして教育の質の低さが挙げられ、質の改善の取り組み強化、特に

現職教員の質の改善が喫緊の課題となっている。現在、MOES の「教員教育戦略（2006～2015
年）・行動計画（2006～2010 年）（Teacher Education Strategy and Action Plan。以下「TESAP」とい

う。）」において、教員養成・研修及びそのマネジメントに関する戦略、達成目標及び活動スケジ

ュール等がまとめられているが、必ずしも計画的に進んでいるとはいえない。また、制度面の改

善が実際の教育現場の改善に結びつくためにも、現職教員の能力向上が必要であり、そのための

有効な手段として現職教員研修の改善が求められている。2009 年 4 月に策定されたラオス教育

セクターの包括的計画である「教育セクター開発フレームワーク（Education Sector Development 
Framework。以下「ESDF」という。）」においても、継続的な研修を通じた現職教員の質の向上の

必要性が指摘されている。 
JICA はこれまで基礎教育分野において、技術協力プロジェクト「理数科教員養成プロジェク

ト（Improving Science and Mathematics Teacher Training。以下「SMATT」という。）」（2004～2008
年）による教員養成校（Teacher Training College。以下「TTC」という。）における教員養成の強

化、技術協力プロジェクト「南部 3 県におけるコミュニティ・イニシアティブによる初等教育改

善プロジェクト（Project for Supporting Community Initiative for Primary Education Development in 
the Southern Provincess。以下「CIED」という。）」（2007～2011 年）による学校環境改善、無償資

金協力・コミュニティ開発支援無償資金協力による学校建設等を実施してきた。特に「SMATT
プロジェクト」では、TTC の理数科教員の質が改善されることを目的に、理数科カリキュラム開
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発等のワークショップ（Workshop。以下「W/S」という。）や教員養成に携わる人材を対象にし

た研修の実施などの支援を行ってきた。 
このような背景の下、MOES はこれら支援の実践を高く評価し、特に理数科分野において、前

技術協力プロジェクトの後継案件として、県・郡レベルでの現職教員研修を継続的に実施できる

仕組みづくり及び試行を主なコンポーネントとした案件をわが国政府に要請した。 
 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、MOES 内で教員教育に関する政策・戦略の策定及び制度構築を一元的に担

う観点から、教員教育局（Department of Teacher Education。以下「DTE」という。）を中央レベル

のカウンターパート（Counterpart Personnel。以下「C/P」という。）とし、地方レベルにおいては

チャンパサック県、サバナケット県及びカムアン県を対象に、実際に教員教育を行う TTC の教

官、並びに、県教育・スポーツ局（Provincial Education and Sports Service。以下「PESS」という。）

及び郡教育・スポーツ局（District Education and Sports Bureau。以下「DESB」という。）の指導主

事（Pedagogical Advisor。以下「PA」という。）で構成される理数科現職教員研修改善プロジェク

ト（Improving In-service Training for Sciences and Mathematics Education。以下「ITSME」という。）

トレーナーチームの能力強化を進めつつ、現場で蓄積された経験・知見の中央へのフィードバッ

ク及び政策等への反映を通じて、校内指導（Internal Supervision。以下「IS」という。）活動や校

外指導（External Supervision。以下「ES」という。）活動などラオスにおける既存の制度を活用し

た学校現場での自発的・継続的な授業改善の取り組みを普及・定着させることで、対象校におけ

る理数科授業の質の改善を図るものである。 
 

（1）上位目標 
対象県の授業の質が向上する。 
 

（2）プロジェクト目標 
対象校の理数科の授業の質が向上する。 
 

（3）アウトプット 
アウトプット 1：授業改善のための仕組みが強化される。 
アウトプット 2：授業改善を促進する人材が強化される。 
アウトプット 3：授業改善のための教材類が作成される。 
 

（4）投入（評価時点） 
日本側：総投入額   3 億 200 万円 

専門家派遣       6 名 機材供与      27 万 3,950 US ドル 
研修員受入       30 名 ローカルコスト負担 19 万 6,866 US ドル 
その他 
相手国側： 
C/P 配置 40 名 ローカルコスト負担 7 億 4,662 万 3,000 LAK 
必要な資機材と会議室、専門家執務室の提供等 
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２．評価調査団の概要 

調査者 団長／総括 神谷まち子 JICA ラオス事務所 次長 
教員教育 水野敬子 教育政策アドバイザー 
協力企画 角田和之 JICA ラオス事務所員 
評価分析 平良那愛 アイ・シー・ネット株式会社 

調査期間 2013 年 7 月 1～19 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプットの達成状況 
1）アウトプット 1 はおおむね達成済みである。後述の指標 4 が達成されればアウトプッ

ト 1 の達成度は更に高まる見込みである。 
「指標 1-1：対象県において IS 活動支援に資するプロフェッショナルネットワークを構

築するための、TTC と PESS 間で合意された公式文書」については、DTE、PESS、DESB、
TTC の IS 活動支援に関する機能と役割（プロフェッショナルネットワークに相当する機

能を含む）を定めた「ITSME 将来計画と実施戦略」が 2013 年 4 月 1 日に DTE 局長（Director 
General。以下「DG」という。）により承認され、DTE とプロジェクト対象の PESS、DESB、
TTC 間で合意された。「指標 1-2：対象県において仕組みを機能させるために承認された

MOES 予算」は、おおむね達成された。中央レベルでは、DTE 予算の合計 7 億 4,662 万

3,000LAK が 2013 年 6 月以降を除きプロジェクト期間中の活動費として支出された。地

方レベルでは、基本的に学校モニタリングは PESS と DESB の通常予算で行われたほか、

すべての対象校が学校での IS 活動の費用を負担した。「指標 1-3：プロジェクトで開発し

たモデル授業案の対象校における活用状況」は、完全に達成された。ベースライン値と

比較して、すべての対象校は、プロジェクトが開発したモデル授業案を IS 活動において

活用した。「指標 1-4：DESB 経由で PESS になされたモデル授業案の活用に関するフィー

ドバック状況」は、対象の全 8DESB がモデル授業案の活用状況について口頭でのフィー

ドバックを実施した。一方、プロジェクトが開発したモニタリングフォームを用いての

定期的なフィードバックは、現在までのところ 4DESB が実施しているが、プロジェクト

が既に残りの DESB へも提出の指導を行って DESB から提出予定の連絡を受けているこ

とから、プロジェクト終了までには達成される見込みである。 
 

2）アウトプット 2 はおおむね達成されたといえる。 
「指標 2-1：開発されたモデル授業案の質が改善される」については、専門家チームに

よる ITSME トレーナーがグループで作成したモデル授業案（計 25 授業案）の分析結果

によると、授業案の質が、9 点満点で 1 年次の 7.0 点から、2 年次の 7.3 点、3 年次には

8.8 点に達したことから、質の改善状況は良好である。この分析結果から、作成された授

業案は、①明確な授業目標の設定、②適切な授業過程・生徒活動の設定、③前 2 項に沿

った適切な評価設問の設定、という目標の質を満たしたといえる。さらに、「指標 2-2：
ITSME トレーナーの教科知識が改善される」では、トレーナー22 人のプレ・ポストテス

トを点検すると、算数・理科のプロジェクト対象の 7 単元すべてについてポストテスト
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の結果が高かった。理想的には、テスト結果が 100％に達することが望ましいが、教科書

の質の低さ、ITSME トレーナーや教員の限られた学習環境の制約を考えると、改善の度

合いは良好であるといえる。対象外の単元においても教科知識を深めることが、ITSME
トレーナーにとって今後の更なる課題である。 
 

3）アウトプット 3 はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 
「指標 3-1：活動 1-3 で示された計画目標に対して、実際に開発されたモデル授業案の数」

（1 年次・2 年次：設定なし、3 年次：10 単元、4 年次：10 単元）については、1 年次に

3 単元、2 年次に 9 単元、3 年次は目標どおりの 10 単元を作成した。4 年次は 2013 年 6
月時点で目標を超える 14 単元の作成をほぼ終えており、プロジェクト終了までに完全に

達成される見込みである。「指標 3-2：活動 3-7 で取りまとめられた授業改善のための教材

集」に関して、プロジェクトは既に開発されたモデル授業案やマニュアルなどの取りま

とめ作業を始めており、プロジェクト終了までに達成される見込みである。「指標 3-3：
教材集の国家標準としての採用を検討するよう MOES に提案するために、プロジェクト

で準備・提出した文書」について、プロジェクトは、開発された教材集を MOES の既存

の研修などへいかに活用できるかなど、具体的な提言文書を作成する準備を進めており、

プロジェクト終了までには達成が見込まれる。 
 

（2）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標は達成されたといえる。プロジェクト終了までに各成果の達成度が高ま

ることにより、プロジェクト目標の達成度が更に高まる見込みである。 
「指標 1：対象校の教員の授業実践の質が改善する」に関して、対象校の教員は①明確な

授業目標の設定、②適切な流れの生徒活動の実施、③学習内容のまとめと評価活動、をおお

むね行えるようになりつつあり、したがって授業実践の質のなかでも授業構築技術がとりわ

け改善したことが認められた（エンドライン調査における対象 32 校の授業観察結果と終了

次評価調査における 8 校でのインタビュー調査結果による）。今後は、習得した授業構築技

術を用いて、正しい教科知識を教えられるようになることが更なる課題である。「指標 2：
対象校の教員の授業案の質が改善する」については、十分に達成された。プロジェクト専門

家とトレーナーによる授業案の質の分析結果によると、対象校の教員の作成した授業案（サ

ンプル授業案数：26）は、上述の①～③の点で向上し、とりわけ①について質が改善したこ

とが分かった。今後は正しい教科知識に沿って、②と③をより適切に組み立てられるように

なることが教員にとっての更なる課題である。加えて、終了時評価調査で実施したアンケー

ト調査によると、回答者の 100％（ITSME トレーナー全 36 人）が、モデル授業案を用いた

IS 活動が授業の質の改善に効果的であったと答えたことから、モデル授業案を用いた IS 活

動の活性化がプロジェクト目標の達成に貢献したといえる。 
 

（3）中間レビューにおける提言への対応状況 
中間レビューで示された提言の多くが、中間レビュー後に改訂されたプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix。以下「PDM」という。）のなかで活動や指標と

して位置づけられたことで、プロジェクト実施を通じておおむね対応策が講じられてきた。
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なお、提言のうち、①ITSME の成果活用・共有のための中央レベルでの相互協力の検討、

②他の関連人材に対する ITSME の成果の共有・普及、③最終版の教材集とその全国普及に

関する提言を取りまとめたプロジェクトの最終成果品としての包括的報告書の作成と

MOES への提出の 3 点については、本終了時評価実施時点で対応中であり、プロジェクト終

了までには完了が見込まれている。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：【非常に高い】 
プロジェクトは、ラオスの国家政策や教育政策とだけでなく、MDGs 達成に向け基礎教育、

教育の質の改善を優先分野とする日本の対ラオス ODA 政策・計画とも非常に高い整合性が

ある。対象の幾つかの DESB からは、IS 活動により授業の質が改善されたことで生徒の中

退率が低下したという報告もあり、「教育セクター開発計画（Education Sector Development 
Plan。以下「ESDP」という。）2011～2015 年」の中間レビューで指摘された中退率の改善と

いう重要課題と整合している。MOES は、教員の資質向上のための IS の実施を促している

が、その具体的な内容については各学校任せであり、学校側も実のある活動を試行錯誤して

いる。プロジェクトが IS のための質の高い研修教材を提供し、適切な使用方法を指導する

ことは現場のニーズと十分に合致している。日本の教育現場は IS 実施に関する豊富な知見

を有しており、これら知見を用いた IS の活性化による授業の質改善のアプローチは課題解

決に有効で、妥当性は非常に高いと判断される。 
 

（2）有効性：【高い】 
①プロジェクト目標の二つの指標が達成されていること、②IS 活動を通じた授業案と授

業の質改善のアプローチがプロジェクト目標の達成に有効であったこと、③三つの成果の達

成がプロジェクト目標の達成に結びついたこと、から有効性は高いと評価される。 
 
（3）効率性：【高い】 

三つのアウトプット達成状況は全般に良好であり、日本側、ラオス側双方の投入について

もおおむね効率的な活用が行われた。指導者研修（Training of Trainers。以下「ToT」という。）、

学校モニタリング、IS などが定常業務として通常予算を用いて行われ（ToT にはプロジェク

トからの経費支援もあった）、成果の発現を通してプロジェクト目標の達成につながった。

PDM ver.1の前提条件が完全に満たされないままプロジェクトを開始せざるを得ない状況で

あったにもかかわらず、既存の予算を十分に活用したアウトプットの達成や、アウトプット

の達成に向けた本邦研修の活用状況から、総合的に効率性は高いと判断される。 
 

（4）インパクト：【高い】 
現時点ではプロジェクトの直接のインパクトにより、上位目標の指標である「指標 1：対

象県の教員の授業実践の質が改善する」「指標 2：対象県の教員の授業案の質が改善する」

が大きく改善する時期ではない。しかし、終了時評価のインタビュー調査から、対象外の学

校には既にモデル授業案を実際に授業に取り入れ実践している学校があることが分かり、モ

デル授業案を取り入れた学校では授業案・授業の質がいくらか向上していることが予想され
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る。 
上位目標に向かうインパクトとして、①PESS、DESB がプロジェクト活動の拡大計画を作

成し、既に非対象地域へ教材配布などを始めている、②DESB のなかには組織内でモデル授

業案を共有し活動の継続・拡大に向けた体制を整えているところがある、ことなどが確認さ

れた。また、①モデル授業案が、対象 TTC において算数や理科に関する授業に取り入れら

れたこと、②教員による非対象科目であるラオス語の授業案の作成、などの特筆すべき波及

効果が確認された。プロジェクトの実施を通して IS の活性化が授業の質の改善に有効であ

ることが明らかになっており、「ラオス側により対象県のすべての学校で IS が行われる」と

いう外部条件を満たすための手段が講じられれば、上位目標の達成見込みが高まることが予

想される。以上から、インパクトは高いと判断される。負のインパクトは特に認められなか

った。 
 

（5）持続性：【高い（中央レベル：中程度、地方レベル：高い）】 
政策・制度面、組織・財政面、技術面から検証し、中央レベル（MOES）の持続性は中程

度であるものの、今後の方向性に見通しがついており、かつ、地方レベル（TTC、PESS、
DESB、学校）の持続性は高いと判断できることから、プロジェクト全体の持続性は高いと

いえる。 
1）中央レベル 

政策・制度面では、IS 活動は学校で行われるべき活動、PA が支援すべき活動として

MOES の PA ガイドラインに記載され、その政策は継続される見込みである。今後は、継

続・普及のメカニズムとして、「ITSME 将来計画と実施戦略」を具体化し、PA ガイドラ

イン、教育質基準（Education Quality Standard。以下「EQS」という。）研修、現職教員ア

ップグレード研修、TTC の教員養成カリキュラムなど既存の仕組みに ITSME の活動を位

置づけていくことが必要である。組織面では、継続・拡大に向けて DTE の十分な人材数

を確保していくことも求められる。財政面では、プロジェクト実施中の予算はおおむね確

保できたが、プロジェクト終了後の見通しはまだ立っていない。したがって、プロジェク

トの成果品を ESDP 予算計画や、既に予算化されている研修のなかに組み込むことなどを

通して、拡大のための予算を担保していくことが課題となっている。技術面では、拡大を

図る際に、質の確保に向けた手段を講じることが課題である。 
 

2）地方レベル 
政策・制度面では、TTC、PESS、DESB からなる ITSME トレーナーチームはこれまで

も互いのネットワークを活用して活動を行ってきており、今後も継続されることが期待で

きる。組織面では、TTC、PESS、DESB の意思決定者は、ITSME トレーナーを今後の継続・

普及活動に活用する意思を示している。財政面では、学校モニタリングや IS などが既存

の予算を用いて行われていたことから、今後も財政面での持続性が確保される見込みが高

い。技術面では、トレーナーの能力は、専門家の指導の下グループでモデル授業案を作成

できるレベルまで強化された。今後もトレーナー同士のピア・ラーニングにより授業案を

継続的に作成、向上させていくことが期待される。対象全校がモデル授業案を用いた IS
を行うことができるようになっていることから、対象校では IS 実施を通じた授業案・授
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業の質の向上も継続される見込みである。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
1）異なる機関から構成される ITSME トレーナーチームを実施部隊として活用したことで、各

機関の役割が強化された。ITSME トレーナーチームの活動は、すべてのアウトプットの発

現に貢献しており、したがってプロジェクト目標の達成に貢献した。 
2）IS という既存の制度を教員の継続的な専門性向上の機会ととらえて活用したアプローチが、授

業の質の向上に結びつき、プロジェクト目標の達成に貢献した。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
1）ToT、モニタリング、IS を定常業務として位置づけて実施してきたことが、財政面の持

続性の確保につながった。 
2）実践してみたいと思える授業を見せるアプローチを取ったことで、ITSME トレーナー

や教員のモチベーションを高め、結果的にラオス語や対象外の単元の授業案を学校が独自

に作成するなどのインパクトにつながったと思われる。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
当初計画には、教科書の質の低さや学習環境の未整備などが考慮されていなかったため、

これらが活動を遅らせる要因となった。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
PDM ver.1 の改訂に時間を要したため、それまでの活動が遅れることとなった。しかしな

がら、改訂後はおおむね計画どおりに活動が行われた。 
 

３－５ 結 論 

プロジェクト目標は予定どおり達成されていることが確認された。プロジェクトの妥当性は非

常に高く、また有効性、効率性も高い。インパクトも高く、MOES が必要な手立てを講じること

で、上位目標の達成が期待されるとともに、対象外の地域への波及効果が認められた。持続性に

ついては、中央レベルで中程度、地方レベルでは高い結果であり、中央レベルでの持続性の確保

が、今後の継続・普及に向けた一つの鍵となっている。 
以上の評価結果から、本プロジェクトを予定どおり 2013年 10 月で終了することが妥当である。

他方、上位目標の達成度合いを高め、更にプロジェクトの効果を最大限にするため、プロジェク

ト終了の数年後に必要なフォローアップ協力を検討することが望まれる。 
 

３－６ 提 言 

これまでの現場での取り組みを継続し、達成されたアウトプットを非対象地域に拡大させるに

あたって、以下を提言する。 
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（1）理数科現職教員研修改善プロジェクト（ITSME）のアプローチ、インパクト、アウトプッ

トの国レベルでの共有 
（専門家の主導の下に取り組むべき課題） 

本プロジェクトで取り組んだ IS・ES に係るアプローチを継続的に推進・拡大し、教育の

質向上に貢献していくための中央関連部署による政策・制度面での取り組みを強化するため

に、中央レベルにて ITSME の経験共有・普及を促進するための国家セミナーを開催する。

これを効果的に実施するために、専門家チームにおいては、プロジェクト成果普及のための

マニュアル・教材パッケージを取りまとめ、これらの成果品が関連プログラムの研修マニュ

アルやガイドライン、標準ツール策定・改訂のなかでどのように活用するかに関する提言書

も併せて取りまとめる。また、対象郡や学校で報告のあった学習達成度や修了率に対するイ

ンパクトについて具体的に提示できるよう、可能な限り定量的なエビデンスを収集し、その

分析結果を上述セミナーにて共有するとともに最終報告書に取り入れることを提言する。

 
（2）普及やそのモニタリングにおける既存のチャンネルや制度の最大限の活用 

（専門家の支援を得て DTE が他の MOES 関連部局や TTC とともに取り組むべき課題） 
1）指導主事（PA）、校長、教員を対象とする関連研修プログラム、ガイドライン、スタン

ダードについて 
ITSME の成果が、関連する分野での研修プログラムやガイドライン、教員評価に関す

る国家ガイドラインや教職認定などに効果的に組み入れられるよう、引き続き、関連部局

と調整することが望まれる。より具体的には、教師・校長を対象とした EQS 研修モジュ

ール、PA ガイドラインや IS マニュアル、学校モニタリングツールなどの開発・改訂にお

いて、異なる関連部署が効果的に協働できるよう、調整のためのメカニズムを関連部局間

で話し合い、これを合意、支援していくことが望まれる。専門家においては、残りの協力

期間において、上述の仕組みを構築するプロセスを可能な限り支援していくことが望まれる。

2）教員養成校（TTC）における教員養成・現職教員プログラム 
ITSME アプローチを全国の学校に普及させるチャンネルとして、TTC の新規及び現職

教員プログラムを効果的に活用していくことが望まれる。かかる点から、DTE において

は、対象とした 2 校の TTC で蓄積された経験や知見、取り組みを最大限に活用しながら、

全国すべての TTC に ITSME アプローチの導入や指導を行うことが望まれる。既に作成さ

れている「ITSME 将来計画と実施戦略」については、対象 TTC と協力のうえ、既に強化

された人材を最大限に活用するものとし、全国 TTC と具体的な計画について共有し、普

及計画に係る全国 TTC の理解を促進することが肝要となる。その手始めとして、全国 TTC
が一堂に会する機会となる DTE 年次会合（2013 年 8 月）を活用することを提言する。 

 
（3）（継続・普及に向けた）人材の強化と更なる拡大に向けて 

本調査期間中にも、ITSME 普及に向けた意欲や熱意が対象県や郡より示されたが、普及

の質を担保するためには、中核人材の専門能力の向上のために必要な方策を取っていくこと

が肝要である。かかる点から、PESS、DESB においては、異なるプログラムを担当するトレ

ーナーの間で専門的知見や経験を共有する機会が確保されること、ITSME アプローチの導

入、モニタリングに不可欠な専門性の強化については、PA を中心とした関係者による指導
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案の作成実践が継続的に行われることが肝要である。さらには、TTC、PESS、DESB の間で

築かれたプロフェッショナルネットワークに根ざした協働の仕組みが継続され、これが更に

強化されることが望ましい。MOES においては、本案件で築かれたプロフェッショナルネッ

トワークが定着・強化されるよう、省レベルの指針・手引きなどの公式文書の発行を検討す

ることを提言する。 
上述に加えて、効果的な普及に向けて、以下に述べる点についても関係当局にて検討され

ることを提言する。 
 

（4）普及・モニタリングにおける郡や学校クラスターの効果的活用 
終了時評価の現地調査に先駆けて実施した質問紙調査においても、学校クラスター（幾つ

かの隣り合った学校によって形成されるグループ。学校群）はよく機能しており、普及やモ

ニタリングにおける効果的な仕組みとなることが確認できた。今後の普及においても、教室

レベルの課題を話し合い、解決策を探るための地域の学校間の教員の協働を促進すべく、ク

ラスターの仕組みが、ITSME アプローチを取り入れながら、教授法に係る教員の現場のニ

ーズに対応すべくより効果的なものとなることが望まれる。 
 

（5）校内指導（IS）、校外指導（ES）の好事例にかかるレファレンスサイトの発掘とその活用

の推進 
ITSME 教材やアプローチを最大限に活用した好事例やイニシアティブは現場に多く存在

する。このような事例の共有は、質の担保された普及には不可欠なものであり、MOES によ

りレファレンスサイトとして認知されることが望まれる。先般の教育年次会合でも、各郡に

おける「モデル校」の設置が決定し、多くの対象校がモデル校に選定されていることから、

これらの学校をレファレンスサイトとして更に強化していくことが望ましい。 
 

（6）教員養成校（TTC）のラオス語専門家との協力推進 
対象校の多くがラオス語についても ITSME アプローチを学習指導案の作成に適用してい

ることから、TTC のラオス語を専門とする教官の参加を得て、技術面に係る適切なガイダン

スを提供していくことが望ましい。 
 

３－７ 教 訓 

（1）既存の枠組みの効果的な活用 
本プロジェクトでは基本方針として、学校レベルにおいて現職教員研修を導入するための

ラオスにおける既存の制度、すなわち IS 活動と整合・連動するように、活動を計画・実施

してきた。そのため、これらの活動は C/P に比較的スムーズに受け入れられ、今では日常業

務の一部になりつつある。このことは、プロジェクトの全体期間を通して、ラオス側のオー

ナーシップの構築・強化に貢献したとともに、プロジェクト終了後の持続性の確保にも貢献

し得る。 
 

（2）現場レベルにおける協力関係の構築・強化 
本プロジェクトの実施にあたっては、対象地域の TTC の教官、並びに、PESS 及び DESB
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の PA が現場レベルの C/P（ITSME トレーナー）として任命され、トレーナーチームを形成

した。日本人専門家の技術的な指導の下、ITSME トレーナーは互いの知識や経験を共有し

ながら連携して活動に取り組み、チームとしての結束を着実に強めていった。このチームの

メカニズムは、プロジェクト活動の効果的な実施に貢献したとともに、プロジェクト終了後

の持続性の確保にも貢献し得る。 
 

（3）プロジェクトに関する情報の発信・共有 
中央レベルにおける本プロジェクトの C/P は DTE である一方、就学前・初等教育局

（Department of Primary and Pre-school Education。以下「DPPE」という。）や国立教育科学研

究所（Research Institute for Educational Science。以下「RIES」という。）等、MOES の他部局

や MOES 傘下の組織もまた、特にインパクトや持続性の観点から、プロジェクト活動の円

滑かつ効果的な実施を確保するために重要な役割を有している。しかしながら、プロジェク

トの進捗、アウトプット、課題といった情報は、これら関連する部局・組織に十分に共有さ

れていたとはいえず、また、有機的な連携が期待できる他の開発パートナーに対しても、十

分に発信されていたとはいえない。これを踏まえ、プロジェクトは早期の段階から、関連す

る人、部局、組織に対して効果的・効率的に情報を発信・共有し、プロジェクト活動の効果

を高めるための対話や連携を模索していくことが肝要である。 
 

（4）ベースライン／エンドライン調査の項目 
学校レベルでの授業改善を実現するために、本プロジェクトでは IS と ES の活性化に焦点

をあてて活動を実施してきた。そのため、プロジェクトの介入によって IS と ES がどのよう

に活性化されてきたかという点は、プロジェクトのアプローチに関する妥当性・効果を証明

するためにも、明らかにされなければならない。しかしながら、ベースライン／エンドライ

ン調査の項目に含まれていなかったため、IS や ES に関するデータはプロジェクトによって

収集・分析されてこず、終了時評価調査団が独自に質問票調査を実施して収集・分析せざる

を得なかった。これを踏まえ、プロジェクトは協力期間の開始時点において、介入の効果を

測るに適切なデータ・指標を特定し、プロジェクトの全体期間を通して定期的にモニタリン

グしていくことが肝要である。 
 

３－８ フォローアップ状況 

評価時点では特になし。 
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Summary of Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 

Country : Lao People’s Democratic 
Republic 

Project Title : Improving In-service Teacher Training for 
Science and Mathematics Education (ITSME) 

Issue/Sector : Basic Education Cooperation Scheme : Technical Cooperation Project 

Division in Charge : JICA Laos Office Total Cost (At the time of evaluation) : 302 Million Yen 

 
 
Period of 
Cooperation 

(R/D): 19 Nov. 2009 
 
22 Feb. 2010- 31 Oct. 2013
 

Partner Country’s Implementing Organization : 
Department of Teacher Education (DTE), Ministry of 
Education and Sports (MOES) 

Supporting Organization in Japan : NA 

Related Cooperation : The Project for Improvement of 
School Environments in Champasack and Savannakhet 
Provinces 
(Japan’s Grant Aid for Community Empowerment) 

1-1  Background of the Project 
As one of the top prioritized sectors in contributing to poverty reduction in Lao PDR, various efforts 
have been made in the education sector under the following three pillars: (1) improvement of equitable 
access; (2) improvement of quality and relevance; and (3) improvement of administration and 
management. Although the enrollment rate in the primary education has been improved, other indicators 
that are related to the quality of education, for example, repetition, dropout, and completion rates have 
not been improved as expected. 
With these backgrounds, the Education Sector Development Framework (ESDF) places an emphasis on 
the improvement of teachers’ quality by strengthening the capacity of in-service training. 
The Japan International Cooperation Agency (JICA) has supported the improvement of teacher 
education through the Project for Improving Science and Mathematics Teacher Training (SMATT) from 
2004 to 2008, which aimed at improving quality of science and mathematics lecturers at teacher 
education institute (TEI). Training contents and learner-centered approaches of SMATT have been 
recognized as relevant and useful for persons and organizations concerned. Recognizing these 
achievements and impacts of SMATT project, the Government of Lao PDR requested the continued 
support to enhance and expand the outputs of SMATT project to the school level. 

 
1-2  Project Overview 
(1) Overall Goal  

Quality of lessons in target provinces is improved. 
 
(2) Project Purpose 

Quality of science and mathematics lessons in target schools is improved. 
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(3) Output 
Output 1: Mechanism for improving lessons is strengthened. 
Output 2: Human recourses to promote improvement of lessons are strengthened. 
Output 3: Materials for improving lessons are developed. 

 
(4) Inputs (At the time of evaluation) 
【Japanese Side】  

Expert: 6 person 
Training in Japan: 30 participants  

Equipment: A total of US$273,950 
Local activity cost: A total of US$196,866 

【Lao Side】 
Counterparts (C/P): A total of 40 persons 
Local activity cost: A total of 746,623,000 KIP 
Provision of office space for the Project and utilities 

2.  Evaluation Team 

  
Member 

Ms. Machiko KAMIYA, Team Leader, Senior Representative, JICA Laos Office 
Dr. Keiko MIZUNO, Teacher Education, Education Policy Advisor to MOES 
Mr. Kazuyuki KAKUDA, Cooperation Planning, Representative, JICA Laos Office 
Ms. Tomoe TAIRA, Evaluation Analysis, Consultant, IC Net Limited 

Period of 
Evaluation 

1 July – 19 July. 2013 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3.  Results of Evaluation 

3-1 Achievement of the Project 
(1) Outputs 

Output 1:  The Output 1 is mostly achieved. The extent of achievement will be higher if the indicator 
1-4 is met by the end of the Project. 
The Indicator 1, i.e., “An official document agreed between TTC and PES to establish a professional 
network for supporting IS activities in target provinces” is achieved. The “ITSME Future Plan and 
Implementation Strategy,” which clarified the roles and functions of the DTE, PESSs, DESBs, and 
TTCs in supporting IS activities that could also serve as a professional network, was signed by the 
director of the DTE on April 1, 2013 and agreed among the DTE, target PESSs, DESBs, and TTCs. The 
Indicator 2, i.e., “MOES budget approved to operationalize the mechanism in target provinces” is also 
achieved. At the central level, the DTE budget of LAK 746,623,000 in total was allocated for the 
Project activities throughout the Project years except the period from June 2013 onward. At the local 
level, the PESSs and DESBs bore necessary expenses for school monitoring, and all schools bore 
necessary expenses for IS. The Indicator 3, i.e., “Utilization of developed model lesson plan in target 
schools,” is fully achieved. Compared to the status at the baseline, all the target schools came to utilize 
the model lesson plans developed by the Project in the IS activities. The Indicator 4, i.e., “Feedback on 
the utilization of the model lesson plan to PES through DEB,” is expected to be achieved. Verbal 
reporting has been conducted fully by all the target eight DESBs. Periodic reporting using the 
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monitoring form is also conducted by four DESBs. Since the Project has instructed the remaining four 
DESBs to submit the form and received positive reactions from them, it is expected to be conducted by 
the end of the Project. 

 
Output 2:  Overall, the Output 2 is mostly achieved. 
The Indicator 1, i.e., “Quality of developed model lesson plans is improved,” is fully achieved.  
According to the analysis by the Project experts, on a scale of 0 to 9, the score on the quality of 25 
model lesson plans in total developed by ITSME trainers by group improved from 7.0 in the first year to 
7.3 in the second year, and 8.8 in the third year. The analysis shows that the developed lesson plans met 
the target quality in which i) objectives, ii) learning process /student activities, and iii) evaluation 
questions of a lesson are clearly set and appropriately formed. The Indicator 2, i.e., “ITSME trainers’ 
subject knowledge” is achieved at a satisfactory level. Compared to the pre-test, the average scores of 
22 ITSME trainers in the post-test on their subject knowledge has increased in all the seven targeted 
units of Mathematics and Science. Although the ideal level of achievement would have been 100%, it is 
fair to say that the level of improvement is satisfactory given the constraints such as a few inappropriate 
textbook contents and the limited learning environment of the ITSME trainers. Enhancing knowledge on 
the other units remains a future challenge. 
 
Output 3:  The Output 3 is expected to be achieved by the end of the Project. 
The Indicator 1, i.e., “The number of model lesson plans developed against the target in the plan stated 
in activities” (First and second year: no target; third and fourth year: 10 units each) is expected to be 
fully achieved by the end of the Project. The target number of model lesson plans was already 
developed in the first to the third year (First year: three units; second year: nine units; and third year: 10 
units). The number of model lesson plans exceeding the target has been mostly developed in the fourth 
year (14 units) as of June 2013 and is expected to be fully developed by the end of the Project. The 
Indicator 2, i.e., “Compilation of materials for improving lessons developed by activities in 3-7,” is 
expected to be achieved by the end of the Project. The Project has started compiling the developed 
materials such as model lesson plans and manuals. The Indicator 3, i.e., “A document prepared and 
submitted by the project to propose to MOES for their consideration to adopt the developed materials as 
national standard,” is expected to be achieved by the end of the Project. The Project has started 
preparations for a set of concrete recommendations on how to utilize the Project materials in the 
existing MOES training materials and activities. 
 

(2) Project Purpose 
The Project Purpose has been achieved. The level of achievement is expected to be higher if the 
above-mentioned outputs are fully produced by the end of the Project. 
The Indicator 1, i.e., “Improvement of the quality of lesson performed by target school teachers,” is 
achieved. According to the analysis of lesson observation in the 32 target schools of the end-line survey 
and interview surveys at the eight schools visited in the Terminal Evaluation, in general, the target 
school teachers became able to i) set clear objectives, ii) lead students’ activities in an appropriate order, 
and iii) summarize and evaluate the lessons. Therefore, the quality of lessons, especially the skills in 
forming lessons, by the target school teachers has improved. The teachers are expected to become able 
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to teach accurate subject knowledge to students by utilizing the gained skills of forming lessons. The 
Indicator 2, i.e., “Improvement of the quality of lesson plans made by target school teachers,” is fully 
achieved. According to the analysis by the Project experts and ITSME trainers of 26 lesson plans 
developed by the target teachers, the quality of lesson plans are improved in the above-mentioned three 
points, especially the point i) mentioned above. A more appropriate arrangement of the points ii) and iii) 
based on accurate subject knowledge remains a challenge. In addition, the questionnaire survey in the 
Terminal Evaluation shows that vitalization of IS through the utilization of model lesson plans is 
effective for improving the quality of lessons (100 % of the respondents or 36 trainers in total strongly 
agree or agree on the effectiveness.) 

 
3-2  Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance:【Very High】 

Relevance is evaluated as very high. The Project has been highly consistent with the national and 
educational policies of Laos as well as the Japan’s assistance policy for Laos, which prioritize the Basic 
Education and improvement of education quality for achievement of MDGs. According to several target 
DESBs, the improvement of quality of lessons through IS activities has contributed to reducing the 
student dropout rate. Given this, the Project is consistent with one of the important agendas of reducing 
the dropout rate mentioned in the mid-term review of ESDP. Although the MOES has encouraged 
schools to use IS to improve teachers’ skills, effective activities have not been available to teachers. The 
Project has been providing effective materials and their usage to boost IS activities for quality lessons, 
therefore has responded to on-the-ground needs. Japan has enriched knowledge and experience of IS. 
The Project’s approach to improve the quality of lessons through IS with the usage of Japan’s 
experience was effective for helping overcome a major educational challenge. 

 
(2) Effectiveness:【High】 

Effectiveness is evaluated as high for the following reasons: 1) two indicators of the Project Purpose 
have been achieved; 2) the approach to improve the quality of lesson plans as well as lessons through IS
activities have functioned well and contributed to the achievement of the Project Purpose; and 3) all the 
three Outputs have contributed to the achievement of the Project Purpose. 

 
(3) Efficiency:【High】 

Efficiency is evaluated as high. The level of achievement of all the three outputs is mostly high. In 
general, the inputs from both the Japanese and Lao sides are also utilized efficiently. Most activities at 
the local level, such as TOTs, monitoring of schools by DESBs, and IS activities at schools are 
conducted as regular work therefore within the regular budget framework (with budget assistance by the 
Project for TOTs). These activities have contributed to the achievement of the Outputs which in turn 
have helped achieve the Project Purpose. The preconditions in the PDM ver. 1 for the commencement of 
the Project were not fully met before the implementation of the Project. However, the Project has 
achieved the Outputs with the existing budget and has utilized the training in Japan to maximize the 
Project outputs. 
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(4) Impact:【High】 
It has not yet come the time for the two indicators of Overall Goal, i.e., “Improvement of the quality of 
lesson performed by teachers in the target provinces” and “Improvement of the quality of lesson plans 
made by teachers in the target provinces” are achieved. However, according to the interview surveys in 
the Terminal Evaluation, some non-target schools have started utilizing the model lesson plans, 
therefore it is predicted that the quality of their lesson plans are being improved to some extent.  
Impact towards the direction of Overall Goal has also seen as followings: 1) target PESSs and DESBs 
have developed plans for expanding the Project activities and started distributing the Project materials 
to non-target areas; and 2) several DESBs have shared the model lesson plans in their organization and 
prepared the implementation structure for continuing and expanding the Project activities. In addition, 
the following noteworthy impacts are seen: 1) ITSME materials have been utilized in the Mathematics 
and Science lessons of the two target TTC; and 2) in all the eight schools visited in the Terminal 
Evaluation, teachers have developed lesson plans for the subject of the Lao language, which is not a 
target subject.  
The Project showed that the utilization of IS has contributed to the improvement of the quality of 
lessons. Therefore, the Overall Goal is expected to be achieved if the necessary measures are taken by 
the MOES for securing the Important Assumption, i.e., “IS is conducted in all the schools in the target 
provinces by the Lao side.” Negative impacts are not found. 
 

(5) Sustainability: 【High】(Central Level: Satisfactory, Local Level: High】 
Sustainability is totally evaluated as high for the following reasons:  1) although sustainability at the 
central level is evaluated as satisfactory, there is clear common understanding among people concerned 
on future direction and measures to be taken for that after the completion of the Project, and 2) 
sustainability at the local level is evaluated as high. 
  Central (DTE) Level: 
Considering the political/institutional, organizational/financial, and technical aspects, central-level 
sustainability is evaluated as satisfactory. IS continues to be the activities to be conducted at schools and 
monitored by PA as stated in the MOES’s guideline on Pedagogical Advisor. It is hoped that the DTE 
will develop concrete action plans along with the signed “ITSME Future Plan and Implementation 
Strategy” and link the Project activities and materials with the existing MOES systems, such as PA 
guideline, EQS training, in-service teacher upgrading training, and TTC pre-service training curriculum, 
to ensure the continuation and expansion of the Project activities. It is also required for the DTE to 
assign the necessary number of human resources and secure the budget in the future, by considering 
incorporating the Project activities into the budgeted ESDP and the existing training courses. The DTE 
is required to consider measures to ensure quality dissemination to non-target areas. 
  Local (TTC/PESS/DESB/School) Level:  
Local-level sustainability is evaluated as high. The ITSME trainer team among TTCs, PESSs, and 
DESBs in the Project activities for improving the quality of lessons performed well and is expected to 
continue performing well. The decision makers of the target TTCs, PESSs, and DESBs have committed 
to assign ITSME trainers to continue and expand the Project activities. Since PESSs and DESBs have 
conducted school monitoring and schools have conducted IS with their own budget, the Project 
activities are expected to be financially sustained in the future as well. Capacities of ITSME trainers 
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have been enhanced to the level that they can develop model lesson plans by group with instruction by 
the Project experts. It is expected that PESS/DESB/TTC keep learning among themselves to upgrade 
their capacity and ensure the high quality of lesson plans in the future. All target schools are now 
conducting IS activities through utilization of model lesson plans. Therefore, it is expected that the 
quality of lesson plans and lessons will be continuously improved at the target schools. 

 
3-3  Contributing Factors 

(1) Factors regarding the contents of plan  
  1) Utilizing the ITSME trainer team composed of those from different organizations as the core 

implementation unit helped each of the organizations to play a distinct role. The ITSME trainer team 
played the main role in achieving all Outputs thus contributed to the achievement of the Project 
Purpose. 

  2) The Project has taken the approach to enhance capacity of the teachers through utilizing the existing 
system of IS. This approach has contributed to achievement of the Project Purpose, improving the 
quality of lessons and lesson plans. 

(2) Factors regarding the implementation process 
  1) The Project has made it clear that TOT, monitoring, and IS are routine tasks in the regular budget 

framework. This contributed to securing financial sustainability.  
  2) The Project showed enjoyable lessons by demonstrating lessons based on model lesson plans. This 

undertaking boosted the interest of the ITSME trainers and teachers in developing such lesson plans, 
therefore contributed to emergence of the positive impacts. In fact, many target schools have started 
developing at their own initiative the lesson plans of units and subjects not covered by the Project. 

 
3-4  Constraining Factors 

(1) Factors regarding the contents of plan 
The initial PDM did not take into consideration such factors as a few inappropriate textbook contents 
and the poor learning environment of the ITSME trainers and teachers. Consequently, they caused 
delays in the activities.  

(2) Factors regarding the implementation process 
It took time to modify the PDM ver.1, causing difficulties in conducting the Project activities as 
planned, especially at the beginning. However, after the PDM ver.1 was modified as needed (ver. 2), the 
remaining activities since then have been mostly implemented as planned. 

 
3-5  Conclusions 

The Project has achieved the Project Purpose as planned with very high relevance together with high 
effectiveness and efficiency. Impact is also high. The Overall Goal is expected to be achieved if 
necessary measures are taken, especially those by the MOES. The Project has given some positive 
impacts on non-target areas. Sustainability is expected to be satisfactory at the central level and high at 
the local level. Thus sustainability at the central level is one of the key issues in ensuring the 
continuation and expansion of the Project activities in the future. 
Given the conclusion above, it is appropriate to terminate the Project in October 2013 as planned, and 
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consider conducting some follow-up activities a few years after the termination in order to further 
facilitate the achievement of the Overall Goal and maximize the Project outcome. 

 
3-6  Recommendations 

The Team concludes that the Project has achieved the remarkable results. 
In order to strengthen the continuous efforts on the ground and further expand its achievement to 
non-target areas, the following are recommended for future (and continuous) tasks to be pursued by 
relevant stakeholders.  

 
(1) Sharing ITSME approach, its impact and outcomes at national level (Tasks to be led by the Experts)  

A national dissemination seminar should be organized to share ITSME experiences and 
achievements, and to discuss the way forward for future dissemination with relevant central 
authorities of MOES as well as Development Partners. A comprehensive dissemination package 
should be consolidated including all the developed materials accompanied with recommendations on 
how to utilize or integrate such materials in different programs, standards, or guidelines.  

(2) Maximizing the existing channels and systems for dissemination and monitoring (Tasks to be facilitated 
by DTE with support of the Experts, in collaboration with concerned MOES departments and TTCs.) 

<Trainings and Guidelines> 
The efforts to incorporate ITSME approach into relevant training programs, guidelines and 
nationally set standards for teachers’ evaluation and certification have been initiated and should be 
concretized. EQS trainings for principal and teachers, PA guidelines and IS manuals, monitoring 
tools for teachers, are some examples. Since different departments are involved in such trainings and 
development of guidelines targeting at the quality improvement, a workable coordination mechanism 
should be discussed, agreed and supported by relevant authorities of different departments 
concerned. It is expected that the Experts facilitate this process to the extent possible.in the 
remaining cooperation period. 
<TTC pre and in-service trainings> 
It is recommended that discussions among TTCs should be facilitated by DTE to maximize TTC pre 
and in-service trainings for nationwide dissemination. The experience, expertise and initiatives by 
target TTCs (Champasak and Savannakhet) should be widely shared and utilized by other TTCs as 
part of “ITSME Future Plan and Dissemination Strategy”, with appropriate guidance and orientation 
to be provided by DTE.  

(3) Strengthening and expanding key human resources (MOES, TTC, PESS, DESB) 
Bringing up the professional capacity of the core human resources beyond the cooperation period 
shall be a key challenge to quality dissemination of ITSME approach. Opportunities to share 
expertise and experiences among trainers of different programs should be ensured. A joint working 
mechanism based on the professional network among TTC, PESS and DESB should be continued 
and strengthened. . In this regard, it is suggested that issuance of a ministerial guidance or decree 
should be sought to support and facilitate such a joint working mechanism.   

 
The following are additional suggestions that might be considered by relevant authorities for the effective 
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dissemination.  
 

(4) Utilizing district or school “clusters” for dissemination and monitoring 
According to the results of questionnaire survey to ITSME trainers, it is confirmed that the school 
cluster mechanism is well functioning in the target areas, and recognized as an efficient means of 
dissemination and monitoring. It is encouraged that this mechanism should be further strengthened 
so that it can provide meaningful opportunities for principals and teachers to share experiences in 
the classroom and to discuss common issues and challenges relating to teaching learning practice 
for finding appropriate solutions.   

(5) Identifying and promoting “reference site” for good practice of conducting IS and ES activities applying 
ITSME approach at school and district levels. (DTE in collaboration with DPPE, PESS, DESB, and 
schools) 
In the evaluation, the Team was impressed to learn many good practices and initiatives made at the 
field level for making the best use of ITSME materials and approach.  In this respect, DESB and 
PESS with "good practice" should be identified and recognized by MOES as “reference sites” for 
the effective external supervision.  
As for the school, since many ITSME target schools have been identified as “model schools”, they 
should be further strengthened to be utilized as good “references sites” to disseminate ITSME 
approach on the ground.   

(6)  Expanding collaboration with trainers of TTC in Lao language 
Since the target schools have started to apply ITSME lesson planning approach to Lao language subject, 
appropriate technical guidance in Lao language might be useful, involving TTC lecturers who are Lao 
language specialists.   

 
3-7  Lessons-learned 

(1) Effective utilization of the existing framework  
As basic policy of the project, the project activities have been planned and implemented in alignment 
with the existing framework in Lao PDR, which MOES had developed in order to introduce in-service 
training at the school level, namely Internal Supervision. Therefore, these activities were accepted 
relatively smoothly by the C/P, and now are becoming as a part of their regular work. This contributed 
to the establishment and encouragement of their ownership during the whole period of the Project, and 
will contribute to secure the sustainability after the termination of the Project. 

(2) Establishment and reinforcement of the partnership at the field level 
In implementation of the Project, some of the lecturer from TTC and some of the PAs from 
PESS/DESB in the target provinces were assigned as C/P at the filed level, namely ITSME trainer, and 
formed ITSME trainers’ team. Under the technical support from the Japanese experts, ITSME trainers 
have worked collaboratively while sharing their specific knowledge and experience each other, and 
have strengthened the unity as a team steadily. The mechanism of this team not only contributed to the 
sustainable as well as effective implementation of the project activities during the cooperation period 
and after the termination of the Project. 
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(3) Dissemination and sharing of information on the Project 
While the C/P department in MOES is DTE, other departments and organization in MOES such as 
DPPE, RIES and ESQAC also have important roles in order to secure the smooth and effective 
implementation of the Project, especially in terms of impact and sustainability. However, information 
on the progress, outcomes and challenges of the Project have not been shared enough among the 
departments and organization concerned, and also have not been disseminated enough to development 
partners concerned for further collaboration. It should be considered that projects disseminate and
share information effectively and efficiently with person, departments and organizations concerned 
from an early stage. 

(4) Contents of the Baseline/End-line survey 
In order to improve teaching and learning at the school level, the Project has been implemented with 
focus on activation of IS and ES. Therefore, it should be clarified how IS and ES have been improved 
by the intervention of the Project as an evidence on relevance and effectiveness regarding the 
approach of the Project. However, data related to IS and ES has not been collected nor analyzed by the 
Project to show the evidence because necessary items were not included in the contents of the 
Baseline/End-line survey. It should be considered that projects specify data/ indicators appropriate to 
measure an effect of intervention at the beginning of its cooperation period, and monitor them 
regularly during its cooperation period. 

 



 

－1－ 

第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

技術協力プロジェクト“ITSME”は 2010 年 2 月に開始され、2013 年 10 月に終了する予定であ

る。今回実施する終了時評価調査では、関係者へのインタビュー等を通して本プロジェクトの目

標達成度や成果の発現状況等を把握・分析するとともに、特に案件終了後の持続性を念頭に置い

た提言・教訓を策定し、これらを評価報告書として取りまとめ、ラオス人民民主共和国（以下「ラ

オス」という。）側と合意することを目的とする。 
 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

【日本側調査団員】 
団長／総括 神谷 まち子 JICA ラオス事務所 次長 
教員教育 水野 敬子 教育政策アドバイザー 
協力企画 角田 和之 JICA ラオス事務所員 
評価分析 平良 那愛 アイ・シー・ネット株式会社 

 
【ラオス側調査団員】 

Mr. Simoungkhoun VONGCHAMPA DTE 職員（Technical Staff） 
 

【調査日程】 
2013 年 7 月 1 日（月）～19 日（金） 19 日間（詳細は付属資料 1 の 1-3 を参照） 

 
１－３ 主要面談者 

（1）ラオス側 
1）中央レベル  

Mr. Chandy PHOMMABOUTH Director General, DTE 
Ms. Varadune AMARATHITHADA Deputy Director General, DTE 
Mr. Simoungkhoun VONGCHAMPA Technical Staff, DTE 
Mr. Khune XAYSANAVONGXAY Deputy Director General, DPPE 
Mr. Keoudone VONGSAVANGTHONG Technical Staff, DPPE 
Mr. Panya CHANTHAVONG Deputy Director, ESQAC 
Mr. Davee VUEWASOUA Deputy Head, General Education Assurance 

Section, ESQAC 
Mr. Pheng XIONG Technical Staff, ESQAC 
Mr. Phonechanh KHAMBOUNPHANH Director, Science and Mathematics, RISE 
Mr. Thongkhao SENGSOULICHANH Head of Mathematics Division, RISE 

2）カムアン県  
Mr. Syhay KEOKAITHIN Director, Khammouane PESS 
Ms. Bounkham KEOVIPHONE Director, Thakhek DESB 
Mr. Sawat FAYMASAN Director, Himboun DESB 
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Ms. Khampasong CHANTHANA PA, Himboun DESB (ITSME Trainer) 
Mr. Saykham ANOUVONG PA, Himboun DESB (ITSME Trainer) 
Ms.Viluck SOUDTICHACK Principal, Chomcheng Primary School 
Mr. Douangsoupan VATANA Principal, Phongsoung Primary School 
Ms. Patthana KHENPHAN Principal, Himbounthai Primary School 
Mr. Sivixay INTIPAB Principal, Namdick Primary School 

3）サバナケット県  
Ms. Lingthong SENGTAVANH Deputy Director, Savannakhet PESS 
Ms. Somvilay OUPHAXAY Technical Staff, Savannakhet PESS (ITSME 

Trainer) 
Mr. Kung SAYASANE Director, Savannakhet TTC 
Mr. Phomma PHIMVONGSA Director, Kaysone DESB 
Mr. Soukan AKKHAVONG PA, Kaysone DESB (ITSME Trainer) 
Mr. Khampheua PHAXAYAPHET Director, Champhone DESB 
Mr. Nouthay XAYALINHXOUMPHOU PA, Champhone DESB (ITSME Trainer) 
Mr. Viengkhone PHANDONELAR  PA, Champhone DESB (ITSME Trainer) 
Mr. Bounlouane CHOMVISETH Principal, Phonsavanh Primary School 
Ms. Chanthi MONIVETH Principal, kengkok-Tai Primary School 

4）チャンパサック県  
Ms. Sengsouvanh SOUPHASITH Deputy Director, Champasak PESS 
Mr. Bounom VANSOMBATH Head, DTE unit, Champasak PESS 
Mr. Khamphiane MEKCHONE Director, Pakse TTC 
Mr. Bounpheng SINOUSITH Deputy Director, Pakse TTC 
Mr. Phitsahay KHAMVONGSA Director, Sanasonboun DESB 
Mr. Khamphanh DENGSYYAVONG PA, Sanasonboun DESB (ITSME Trainer) 
Mr. Bounsy CHITPHOMAN Director, Bachieng DESB 
Mr. Chanthavy HADAMOUN PA, Bachieng DESB (ITSME Trainer) 
Mr. Sourichanh THAMMAVONGSENG Lecturer, Pakse TTC (ITSME Trainer) 
Mr. Phone PHOUVANNO Lecturer, Pakse TTC (ITSME Trainer) 
Mr. Keoudone MAHATHONG Lecturer, Pakse TTC (ITSME Trainer) 
Ms. Daosadet SYTHONGBAY Lecturer, Pakse TTC (ITSME Trainer) 
Mr. Khammon SIBOUNHIENG Principal, Saphai Primary School 
Ms. Bouakhai SAYKHAMSIN Principal, Oudomsouck Primary School 

 
5）フォーカスグループインタビュー 

面談（インタビュー調査）に加え、2013 年 7 月 3 日にカムアン県で行われた教材作成

W/S に参加していた ITSME トレーナーを対象に、フォーカスグループインタビューを実

施した。 
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（2）日本側 
原 芳久 専門家（総括/教員研修） 
元山 寛 専門家（教員研修/算数教育） 
濱田 勇 専門家（研修教材開発/研修管理） 
田中 悦太郎 専門家（理科教育/研修評価/モニタリング） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 背 景 

ラオスの国家計画「第 6 次 NSEDP 2006～2010 年」では、教育分野をその重点分野の一つとし

て位置づけ、「教育改革を通じた人材開発の質的・量的改善」を目標として掲げている。また、

MOES は、「アクセス」「質」及び「マネジメント」の改善を 3 本柱に、2015 年までに「万人のた

めの教育（EFA）」を達成すべく、具体的な行動目標を設定している。 
これらの取り組みの下、初等教育純就学率は 79.0％（2000 年）から 91.6％（2008 年）へと向

上した。しかし、その一方で留年率及び中退率の改善については期待されたほどの成果はみられ

ていない。その主要因の一つとして教育の質の低さが挙げられ、質の改善の取り組み強化、特に

現職教員の質の改善が喫緊の課題となっている。現在、MOES の「教員教育戦略（2006～2015 年）・

行動計画（2006～2010 年）（TESAP）」において、教員養成・研修及びそのマネジメントに関する

戦略、達成目標及び活動スケジュール等がまとめられているが、必ずしも計画的に進んでいると

はいえない。また、制度面の改善が実際の教育現場の改善に結びつくためにも、現職教員の能力

向上が必要であり、そのための有効な手段として現職教員研修の改善が求められている。2009 年

4 月に策定されたラオス教育セクターの包括的計画である“ESDF”においても、継続的な研修を

通じた現職教員の質の向上の必要性が指摘されている。 
JICA はこれまで基礎教育分野において、技術協力プロジェクト“SMATT”（2004～2008 年）に

よる TTC における教員養成の強化、技術協力プロジェクト“CIED”（2007～2011 年）による学

校環境改善、無償資金協力・コミュニティ開発支援無償資金協力による学校建設等を実施してき

た。特に SMATT では、TTC の理数科教員の質が改善されることを目的に、理数科カリキュラム

開発等の W/S や教員養成に携わる人材を対象にした研修の実施などの支援を行ってきた。このよ

うな背景の下、MOES はこれら支援の実践を高く評価し、特に理数科分野において、前技術協力

プロジェクトの後継案件として、県・郡レベルでの現職教員研修を継続的に実施できる仕組みづ

くり及び試行を主なコンポーネントとした案件をわが国政府に要請した。これを受けて JICAは、

MOES/DTE を C/P 機関として「理数科現職教員研修改善プロジェクト（ITSME）」（以下「本プロ

ジェクト」という。）を実施している。 
本プロジェクトは、MOES/DTE を中央レベルの C/P とし、チャンパサック県、サバナケット県

及びカムアン県を対象に、TTC の教官、並びに、PESS 及び DESB の PA で構成される ITSME ト

レーナーチームの能力強化を行いつつ、IS 活動や ES 活動などラオスにおける既存の制度を活用

した学校現場での自発的・継続的な授業改善の取り組みを定着させることで、対象校における理

数科授業の質の改善を図るものである。なお、2011 年 2 月には運営指導調査、2012 年 3 月には

中間レビューがそれぞれ実施されており、中間レビューの実施後、レビュー結果に基づき、PDM
が改訂されている。 

 
２－２ 基本計画 

本プロジェクトの基本計画は、表２－１に示すとおりである。なお、前述のとおり PDM は中

間レビューを踏まえて改訂されており、表２－１は改訂後の PDM Ver. 2 に基づく。 
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表２－１ プロジェクト基本計画 

プロジェクト名 理数科現職教員研修改善プロジェクト 

協力期間 2010 年 2 月～2013 年 10 月 

上位目標 対象県の授業の質が向上する 

プロジェクト目標 対象校の理数科の授業の質が向上する 

アウトプット １．授業改善のための仕組みが強化される 
２．授業改善を促進する人材が強化される 
３．授業改善のための教材類が作成される 

 
２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

JICA ではプロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management。以下「PCM」と

いう。）手法を用いてプロジェクトの運営管理を行っており、事業管理及び評価のツールとして

プロジェクト計画概要表である PDM を活用している。PDM の概要は表２－２のとおりである。 
 

表２－２ PDMの概要 

項目 定義 

上位目標 
 

「プロジェクト目標」が達成された結果として、達成が期待できる開

発効果 

プロジェクト目標 
 

プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される目標であ

り、ターゲットグループへの具体的な便益やインパクト 

アウトプット 
 

「プロジェクト目標」を達成するためにプロジェクトが実現しなくて

はならない事項 

活動 
 

「アウトプット」を実現するために、「投入」を効果的に用いてプロ

ジェクトが実施する具体的な行為 

投入 プロジェクトの実施に必要な人員、施設、機材、資金など 

指標 
 

プロジェクトのアウトプット、目標、上位目標の達成度を測る目標値

を示すもの 

指標データ入手方法 「指標」のデータを検証するための情報源 

外部条件 
 

「アウトプット」「プロジェクト目標」を達成するために満たされて

いなければならない外部要件であるが不確定要素を含むもの 

前提条件 プロジェクトを開始する前に満たされているべき条件 
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第３章 終了時評価の方法 
 

３－１ 評価実施方法 

本調査では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に基づいて、2012 年 3 月の合同調整委員

会（Joint Coordinating Committee。以下「JCC」という。）で改訂された PDM ver.2 と活動計画（Plan 
of Operations。以下「PO」という。）に基づき、プロジェクトの当初計画、日本とラオスの投入実

績、活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制などに関して評価調査を行い、計画達成

度、実施プロセス、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を検証した。

調査はラオス側との合同調査として行われた。 
本調査の実施方法は以下のとおりである。 
 

国内調査 

（1）日本側調査チームは現地訪問前に、プロジェクト側に資料「PDM の達成度及

び今後の達成見込み」の作成を依頼する。 
（2）日本側調査チームは事前の資料を検討のうえ、評価グリッドを作成し、適宜

プロジェクト側から補足する情報を得て、あらかじめ調査できるところを確

認する。 
（3）プロジェクト関係者に質問票を配布し、事前回収できたものに関しては確認

する。 

現地調査 

（4）日本側調査チームは現地でラオス側調査チームとともに調査方針を確認する。

（5）合同調査チームは専門家と C/P への聞き取り・協議、現地視察などにより、

評価 5 項目に従って合同調査を行い、合同調査報告書（英文）に取りまとめ

る。 
（6）JCC において、調査結果を両国政府と関係機関に報告・提言する。 

 
３－２ 調査項目 

３－２－１ 主な調査項目 
調査は、PDM Ver. 2に基づき、実績、実施プロセス、評価5項目に関する評価を行うもので、

主な調査項目は以下の3点で構成された。 
（1）PDM の指標に基づくアウトプットやプロジェクト目標の達成度と上位目標の達成見込み 
（2）実施プロセスの状況 
（3）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価 

 
３－２－２ 評価 5 項目 

JICA のプロジェクト評価で判断基準になる評価 5 項目の視点は、表３－１のとおり1。 

                                                        
1 評価5項目とは、1991年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された開発援助の評価基準である。 
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表３－１ DAC5項目による評価の視点 

妥当性 ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度や政策・方針と開発援助との整合

性の度合いを測る。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る。 

効率性 インプットに対するアウトプットを定性的定量的に計測する。開発援助が期待さ

れる結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを示

す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、他の

アプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接的間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負の変

化を測る。開発援助が、地域社会・経済・環境やその他の開発の指標にもたらす

主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発

援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）を基に調査団が作成 

 
３－２－３ 評価デザイン 

上記の主な調査項目に基づき、詳細な評価項目案を作成し評価グリッドにまとめた（付属資

料 1 の Annex3 及び付属資料 2 参照）。評価グリッドに基づき、プロジェクト関係者に対する質

問票を作成し、インタビュー・協議を行った（１－３主要面談者、付属資料 3 参照）。それら

の結果を合同評価報告書にまとめ、現地での合同評価委員会においてラオス側と協議のうえ、

内容を合意し署名を行った。 
 

３－３ 情報・データ収集方法 

本調査における情報・データ収集方法は以下のとおり。 
（1）報告書・その他プロジェクト関連資料の調査 

報告書・その他プロジェクト関連資料 

プロジェクト業務計画書 
プロジェクト事業進捗報告書 
ベースライン調査報告書 
討議議事録（Record of Discussions。以下「R/D」という。）（2009 年 11 月署名） 
ミニッツ（Minutes of Meeting。以下「M/M」という。）（2009 年 11 月署名） 
運営指導調査報告書 
実施協議報告書 
中間レビュー調査報告書 
エンドライン調査報告書 
「PDM の達成度及び今後の達成見込み」など専門家作成資料 
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（2）質問票調査 

調査対象 実績 実施プロセス 評価 5 項目 

プロジェクトチーム共通（プロジェクト専門

家・MOES-DTE C/P） 
● ● ― 

C/P（MOES-DTE 職員） ― ― ● 

プロジェクト専門家 ― ― ● 

TTC、PESS、DESB  ITSME トレーナー ● ― ○ 

小学校（校長） ● ― ○ 

注：●重点的に調査、○適宜調査 

 
（3）関係者との協議・インタビュー調査 

調査対象 実績
実施プ

ロセス

評価 5 項目 

妥当性 有効性 効率性 
インパ

クト 
持続性

1）プロジェクト専門家 ● ○ ○ ○ ○ ● ● 

2）MOES-DTE（プロジェクト

ディレクター、副ディレク

ター、C/P） 
● ○ ○ ○ ○ ● ● 

3）中央の関連部局（DPPE、 
ESQAC、RISE） 

― ― ― ― ― ● ● 

4）TTC/PESS/DESB  ITSME プ

ロジェクトトレーナー2 
● ○ ○ ○ ○ ● ● 

5）TTC（サバナケット県・チャ

ンパサック県） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

6）PESS（対象 3 県） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

7）DESB（対象 6 郡） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

8）対象 8 校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

注：●重点的に調査、○適宜調査 

                                                        
2 カムアン県における教材作成W/S（2013年7月3日）に参加していたトレーナーに対して、フォーカスグループインタビュー

を実施した。 
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（4）現場視察 

対象県 対象校 

カムアン県 タケク郡チョムチェン小学校（CHOMCHENG PRIMARY SCHOOL） 
タケク郡プンスン小学校（POUNGSOUNG PRIMARY SCHOOL） 
ヒンブン郡ヒンブンタイ小学校（HIMBOUNTHAI PRIMARY SCHOOL）
ヒンブン郡ナムディック小学校（NAMDICK PRIMARY SCHOOL） 

サバナケット県 カイソン郡ポンサワン小学校（PHONSAVANH PRIMARY SCHOOL） 
チャンポン郡ケンコック・タイ小学校（KENGKOK-TAI PRIMARY 
SCHOOL） 

チャンパサック県 サナソンブン郡サパイ小学校（SAPHAI PRIMARY SCHOOL） 
バチエン郡ウドムスック小学校（OUDOMSOUK PRIMARY SCHOOL）
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第４章 評価の結果 
 

４－１ プロジェクトの実績 

４－１－１ 投入実績 
プロジェクトの投入は、日本側、ラオス側ともにおおむね計画どおり行われた。 

（1）日本側の投入 
1）専門家派遣 

本プロジェクトは法人契約により株式会社 VSOC が実施し、計 6 人の日本人専門家が

派遣された。第 1～4 年次までの専門家派遣期間は、延べ 71.40 人月である（付属資料 1
の Annex4-1 参照）。 

2）本邦研修 
計 30 人の C/P が本邦研修に参加した（付属資料 1 の Annex4-7 参照）。 

3）機材供与 
日本側は、プロジェクトの運営に最低限必要な車両、コピー機、パソコン、プリンタ

ーなどの機材総額 19 万 6,866US ドルを供与した。本調査時点において、これら供与機

材はすべてプロジェクト事務所や供与先で管理され、良好な状態で使用されていること

が報告された。また、専門家が用いる携行機材としてパソコン、ソフトウェア、プリン

ターなど総額 8,628US ドルを負担した（付属資料 1 の Annex4-3 参照）。 
4）プロジェクト活動費（一般業務費） 

日本側は、プロジェクト活動費（一般業務費）として、第 1～4 年次の 2013 年 6 月ま

でに総額 27 万 3,950US ドルを支出した（付属資料 1 の Annex4-4 参照）。これら費用に

は、教材作成 W/S や ToT などの研修実施に係る参加者宿泊費・会議費などが含まれる。 
 
（2）ラオス側の投入 

1）カウンターパート（C/P） 
本プロジェクトの中央における C/P は、MOES の DTE と DPPE である。ディレクター

の DTE 局長、副ディレクターの DTE 副局長（Deputy Director General。以下「DDG」と

いう。）・DPPE 副局長のほか、実務レベルで主なプロジェクト業務を担う人材として、

DTE から 1 人の C/P が配置された。地方における C/P は、TTC（サバナケット県・チャ

ンパサック県）、PESS（カムアン県・サバナケット県・チャンパサック県）、DESB（左

記 3 県の対象 8 郡）である。実務レベルで主なプロジェクト業務を担う TTC 教官、PESS
職員、DESB 職員からなる 36 人の ITSME トレーナーが、現在 C/P として配置されてい

る（付属資料 1 の Annex4-2 参照）。 
2）ローカルコスト 

ラオス側は、C/P の人材のほか、必要な資機材と会議室、MOES、サバナケット PESS、
チャンパサック PESS 内での専門家執務室の提供を滞りなく行った。加えて、MOES は

C/P の人件費、2010 年 10 月～2013 年 5 月までの研修教材作成 W/S の参加者日当・交通

費・会議費などについて、日本側負担分を除く総額 7 億 4,662 万 3,000LAK を負担した

（付属資料 1 の Annex4-4 参照）。また、学校モニタリングにかかる費用は PESS と DESB
が、IS にかかる費用は学校が基本的に負担している。 
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４－１－２ 活動実績 
PDM ver.1 のデザインが必ずしも実態に合っていなかったことが主な原因で、PDM ver.1 の多

くの活動は大幅に遅れ、あるいは遅れていた。しかし、PDM 改訂後は、三つのアウトプットを

達成するための各活動は、PO（付属資料 1 の Annex2-2 参照）に沿っておおむね計画どおりに

行われ、期待された成果の発現に貢献してきた。 
予定どおり完了したがその内容にやや課題が残った活動（活動 1-1）もあった。また、アウ

トプット 1、3 を達成するための幾つかの活動は終了時評価時点では未完了であったが、プロ

ジェクト終了までには完了するめどが立っている。ほとんどの活動が予定どおり行われ、残っ

た活動も終了までには完了する見込みであることから、活動はアウトプットの発現に十分に貢

献したといえる。 
やや課題が残った活動と、終了までに完了予定の活動項目を以下の表に示す。その他、活動

実績の詳細は、付属資料 1 の 4-1-2 を参照のこと。 
なお、中間レビューで示された提言については、その多くが中間レビュー後に改訂された

PDM のなかで活動や指標として位置づけられたことで、プロジェクト実施を通じておおむね対

応策が講じられてきた。なお、提言のうち、①ITSME のアウトプット活用・共有のための中央

レベルでの相互協力の検討、②他の関連人材に対する ITSME のアウトプットの共有・普及、

③最終版の教材集とその全国普及に関する提言を取りまとめたプロジェクトの最終成果品と

しての包括的報告書の作成と MOES への提出の 3 点については、本終了時評価実施時点で対応

中であり、プロジェクト終了までには完了が見込まれている。 
 

表４－１ 活動進捗と完了に向けた今後の対応内容 

PDM ver.2 の活動 活動進捗と完了に向けた今後の対応内容 

アウトプット 1：授業改善のための仕組みが強化される 

1-1. MOES と

PESS は対象県の

理数科教育ベー

スライン調査を

実施する。 

・2010 年 4 月、5 日間のベースライン調査が対象 3 県 8 郡で実施され、①

教員の理数科に対する能力の低さ、②教科書の不適切な内容と構成、③

教科書どおりに行われる授業などの問題点が明らかになった。 
・一方、ベースライン調査（したがってエンドライン調査も）の項目に、

プロジェクトのアプローチの有効性を検証するための IS と ES の活性化

に関する項目が十分に含まれていなかった点に、やや課題が残った。 

1-8. DESB は、模

範学習活動案の

使用状況につい

てモニタリング

を実施し、PESS
に報告する。 

・対象の全 8DESB は、第 1～4 年次の間に、対象全校におけるモデル授業

案の活用状況のモニタリングを行った。 
・DESB は、モニタリングの結果を、教材作成 W/S や ToT の機会を通じて

PESS に口頭で報告した。 
・他方、2012 年 11 月の ToT 以降、プロジェクトが開発したモニタリング

フォームを用いた定期的な報告を試行している。終了時評価時点でモニ

タリングフォームを用いた報告を行ったのは、全 8DESB のうち 4DESB
であった。 
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 ・残りの 4DESB に対しては、既に 2013 年 6 月の教材作成 W/S において、

プロジェクトがフォームの利用方法について説明し提出を促した。引き

続きフォームの作成・提出に向けた支援を行い、プロジェクト終了まで

には残りの報告も行われ、活動が完了する見込みである。 

1-10. プロジェク

トは、教育政策ア

ドバイザーと協

力し、教員強化に

関する学校基準

（School of Quality。

以下「SOQ」とい

う。）達成のため

の IS 活動を支援

す る た め に 、

MOES 関係者と

の議論をファシ

リテートする。 

・第 4 年次以降、プロジェクトは教育政策アドバイザーと協力して、IS を

支援するために MOES 関係者との議論をファシリテートしている状況で

あり（下記参照）、プロジェクト終了までには活動を完了する予定である。

・DTE は、DPPE、RIES、教育標準・品質管理センター（Education Standard 

and Quality Assurance Center。以下「ESQAC」という。）の ITSME 担当者

を研修教材 W/S に定期的に招いたり、彼らとともに対象校を訪問したり

するなどの機会を通して、ITSME の考え方や教材の品質、また IS 活動を

促す 4 つのステップの効果などを理解させ、それぞれが扱っている研修

モジュールなどに ITSME授業づくりの考え方を反映させるよう働きかけ

ている。 

・その結果、DTE と DPPE は、2013 年 6 月現在 DPPE が改訂作業中の PA

ガイドラインに、ITSME の教材をどのように取り入れられるか検討を開

始した。 

・2013 年 6 月現在、7～8 月に実施される予定の EQS（SOQ）研修（全国

26 郡で、各 10 日間実施）と現職教員アップグレード研修（全国 8TTC と

11PES で各 8 週間実施）に ITSME トレーナーを派遣して、ITSME 授業づ

くりについて紹介する 1 日程度のセッションを盛り込むことを計画し、

実践のための手続きを始めている。 

1-11. MOES は、関

係機関と本プロ

ジェクトでの経

験を共有するた

めのセミナーを

開催する。 

・プロジェクトディレクター（DTE 局長）と専門家チームは、終了時評価

後に経験共有のためのセミナー実施に向けた具体策を練り、速やかに実

行に移すことで合意している。したがって、プロジェクト終了までには

活動が完了する見込みである。 

・対象 TTC、PESS、DESB、学校などの現場においては、既に会議などの

機会を利用して対象外の地域などへのプロジェクト経験の共有が行われ

始めている。 

アウトプット 3：授業改善のための教材類が作成される 

3-7. 3-1～3-6 の教

材類を含む授業

改善のための総

集教材が取りま

とめられる。 

・プロジェクトは 2013 年 6 月時点で既に授業改善のための総集教材の取り

まとめを開始しており、プロジェクト終了までには活動が完了する見込

みである。 
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3-9. 3-8 で共有さ

れた経験を基に、

プロジェクト期

間中に策定され

た教材類を国レ

ベル標準として

検 討 す る よ う

MOES に提案す

る文書が作成さ

れる。 

・2013 年 6 月時点で、プロジェクトは、左記の具体的な提案文書作成に向

けた構想を始めている。 

・提案文書の根拠資料として、エンドライン調査結果（対象校における

ITSME 教材を生かした IS 活動とその成果）を利用する予定である。 

・さらに、2013 年 6 月の ToT でのアウトプット共有結果を加えて、文書を

取りまとめる予定である。 

出所：プロジェクトチーム 

 
４－１－３ アウトプットの達成状況 

PDM の指標に沿って、アウトプットの達成状況を評価した結果は以下のとおりである。 
 

＜アウトプット 1＞ 授業改善のための仕組みが強化される 

 

指標 1-1： 

対象県において IS 活動支援に資するプロフェッショナルネットワークを構築するための、

TTC と PESS 間で合意された公式文書 

・2013 年 2 月 18 日、第 4 年次キックオフミーティングにおいてチャンディ DTE 局長が対象

の PESS 局長、DESB 局長、TTC 学長と意見交換を行い、ITSME 活動の実施と継続に関す

る体制構築と予算措置について合意した。 

・この議事録を「ITSME 将来計画と実施戦略」（ITSME Future Plan and Implementation Strategy）

（付属資料 5 を参照）としてまとめ、さらに具体的な活動計画書である「ITSME 活動の継

続に関する実施計画」（Implementation Plan on the continuation of ITSME activities）を添付し

て、2013 年 4 月 1 日にチャンディ DTE 局長が署名し、対象の PESS、DESB、TTC と合意

するとともに 2013 年 5 月の教材作成 W/S において対象の県・郡に配布した。 

・この将来計画のなかには、DTE、PESS、DESB、TTC の IS 活動支援に関する機能と役割（プ

ロフェッショナルネットワークに相当する機能を含む）が明記されており、対象県でプロ

フェッショナルネットワークを構築するための公式文書としては十分である。 

・他方、現場の PESS、DESB、TTC からは、今後、対象地域外へ活動を拡大していくにあた

り、更に上の省レベルでの命令文書などがあると活動がしやすいとの要望があった。（終了

時評価のインタビュー調査による）。 

 

以上から、指標 1-1 は達成された。 
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指標 1-2：対象県において仕組みを機能させるために承認された MOES 予算 

・対象県で IS 活動を通じた授業の質改善の仕組みを機能させるための予算として、中央レベ

ルでは DTE 予算合計 7 億 4,662 万 3,000LAK が、第 1 年次の 2010 年 10 月から3第 4 年次の

2013 年 5 月までのプロジェクト活動費（主に教材作成 W/S にかかる経費）として支出され

た（付属資料 1 の Annex4-4 参照）。プロジェクト期間を通して経費負担がなされたものの、

2013 年 5 月時点で第 4 年次分の予算を消化しきっており、2013 年 6 月以降の予算のめどは

立っていない。 

・地方レベルでは、一部の PESS と DESB が ToT にかかる経費を負担した。さらに、基本的

に学校モニタリングは PESS と DESB の通常予算で行われたほか、すべての対象校が学校

補助金などを活用することで学校における IS 活動の費用を負担した。 

 

以上、プロジェクト期間を通しておおむね予定どおり予算が支出されたことから、指標 1-2

はおおむね達成されたといえる。なお、プロジェクト期間を通して IS 活動やモニタリング費

用がラオス側によって負担されたことは、特筆に値する。 

 

指標 1-3：プロジェクトで開発したモデル授業案の対象校における活用状況 

ベースラインと比較して、すべての対象校が IS 活動においてプロジェクトにより開発され

たモデル授業案を活用した。表 4-2 に示すとおり、校長・アカデミック・ティーチャー

（Academic Teacher。以下「AT」という。）によるモデル授業案を用いた授業案作成のポイン

トの解説やデモレッスン（ToT の内容の伝達講習）、生徒の実態に合わせて書き換えたモデル

授業案を用いた教員による授業実践など、モデル授業案は対象校の校長の意図や教員の課

題・関心に合わせて有効に活用された。したがって、指標 1-3 は十分に達成された。 
 

表４－２ モデル授業案の活用状況 

ベースライン 目標とする状況 現在までの達成状況 

学校のなかに

は従来の授業

案 を 用 い て

IS 活動を行

っているとこ

ろがある。 

すべての対象校

が、プロジェク

トが開発したモ

デル授業案を使

って IS 活動を行

っている。 

ToT でモデル授業案が対象校に紹介されたあと、すべての対

象校が ToT のなかで作成した各校の IS 実施計画に沿って IS

活動においてモデル授業案を活用している。主な活用方法

は以下のとおり。 

・校長・AT による授業案作成のポイントの解説やデモレッ

スン（ToT の内容の伝達講習） 

・教員グループによるモデル授業案の内容分析、改善に係

る意見交換 

・モデル授業案を生徒の実態や学習環境に合わせて書き換

                                                        
3 ラオスの会計年度は10月から始まるため、R/D署名（2009年11月19日）時点で既に年度が始まっていた第1年次開始後の2010

年3～9月までの予算をラオス側が負担することが難しいことから、ラオス側は2010年10月から予算を負担することとM/Mで

定められている。 
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える作業 

・授業案を用いた授業実践と同僚による参観、事後検討会

（授業研究） 

・過去に教員が作成した活動案を、モデル授業案にならっ

て三つのコラムのフォーマットに書き換える作業、など。

出所：プロジェクトチーム、エンドライン調査報告書、終了時評価調査におけるインタビュー調査 

 

指標 1-4：DEB 経由で PESS になされたモデル授業案の活用に関するフィードバック状況 

対象の全 8DESB が、モデル授業案の活用状況について口頭でのフィードバックを実施し

た。一方、プロジェクトが開発したモニタリングフォームを用いての定期的なフィードバッ

クは、現在までのところ 4DESB が実施しているが、プロジェクトが既に残りの DESB へも

提出の指導を行って DESB から提出予定の連絡を受けていることから、プロジェクト終了ま

でには指標 1-4 は達成される見込みである。 

 

表４－３ モデル授業案の活用に関するフィードバック状況 

ベース

ライン 
目標とする状況 現在までの達成状況 

プロジェクト終了

までの達成予測 

N/A 対象郡の DESB は、対

象校からのフォーム E

の内容（モデル授業案

を用いて行った IS 活動

の内容）をフォーム G

に取りまとめ、これを

毎学期 PESS に提出し

ている。 

・すべての対象 DESB が、教材作成

W/S や ToT の機会を通じて、対象校

でのモデル授業案の活用状況を

PESS に口頭で報告した。 

・プロジェクトが開発したモニタリン

グフォーム（フォーム G）を用いて

の定期的なフィードバックは、現在

までのところ 4DESB（カムアン県の

タケク、サバナケット県のカイソン、

パランサイ、チャンパサック県のサ

ナソンブン）が実施した。 

2013 年 6 月の ToT

時に、プロジェク

ト が 既 に 残 り の

4DESB へも提出の

指 導 を 行 っ て

DESB から提出予

定の連絡を受けて

いることから、プ

ロジェクト終了ま

でには達成される

見込みである。 
出所：プロジェクトチーム、エンドライン調査報告書、IS 活動の実施状況（専門家作成資料）、終了時評価調査におけるイン

タビュー調査 

 

以上から、これまでにアウトプット 1 はおおむね達成されたと判断できる。プロジェクト

終了までに前述の指標 1-4 が達成されれば、達成度は更に高まることが予測される。 

 



 

－16－ 

＜アウトプット 2＞ 授業改善を促進する人材が強化される 
  
指標 2-1：開発されたモデル授業案の質が改善される 

ITSME トレーナーがグループで作成したモデル授業案（計 25 授業案）について、専門家

チームの分析結果によると、授業案の質は、9 点満点で第 1 年次の 7.0 点（3 授業案）から、

第 2 年次の 7.3 点（9 授業案）、第 3 年次には 8.8 点（13 授業案）に達したことから、質の改

善状況は良好である（表 4-4 参照）。特に第 3 年次は質の平均点がほぼ満点に近いことから、

作成された授業案は、①明確な授業目標の設定、②適切な授業過程・生徒活動の設定、③前

2 項に沿った適切な評価設問の設定、という目標の質を満たしているといえる。さらに、専

門家による第 4 年次の教材作成 W/S の観察結果から、第 4 年次作成分の授業案についても、

第 3 年次と同等の質が担保されるものと予想される。したがって、指標 2-1 は十分に達成さ

れたといえる。 
 

表４－４ モデル授業案の質の改善状況 

ベースライン 目標とする状況 現在までの達成状況 

プロジェクト開始当初の関係

者の授業案に関する考え方は

以下のとおりであった。 

・授業は教科書の内容をその

とおりに生徒に与えるもの

であり、内容や順番を勝手

に変えてはいけない。 

・このため学習活動案は、教

科書の内容をコピーするこ

とが基本であり、授業目標、

生徒活動、評価設問は教科

書に示されているものをそ

のまま採用する。 

トレーナーの作成する授

業案が、以下の質を備えて

いる。 

①授業で生徒が何を学ぶ

のか（授業目標）が明確で

ある。 

②この目標を生徒がどの

ように達成するか（授業過

程）が適切に組み立てられ

ている。 

③この達成をどのように

確認するか（評価設問）が

適切に準備されている。 

 

 授業案の質の平均

点*  

1 年次 7.0（3 授業案） 

2 年次 7.3（9 授業案） 

3 年次 8.8（13 授業案）

*授業案の質は、①授業目標、②

授業過程、③評価設問の三つの視

点に沿って、プロジェクトが設定

した評価クライテリアに従い、プ

ロジェクト専門家が測定した。 

出所：プロジェクトチーム、ベースライン調査報告書、専門家による ITSME 教材の品質分析（専門家作成） 

 

指標 2-2：ITSME トレーナーの教科知識が改善される 

第 3 年次の教材作成 W/S で行われた ITSME トレーナー22 人のプレ・ポストテストを点検

すると、算数・理科のプロジェクト対象の 7 単元すべてについてポストテストの結果が高か

ったことから、ITSME トレーナーの教科知識は W/S 開始前と比較して改善されたといえる

（表 4-5 参照）。理想的には、テスト結果が 100％に達することが望ましいが、教科書の質の

低さ、ITSME トレーナーの限られた学習環境の制約を考えると、改善の度合いは良好である

といえる。対象外の単元においても教科知識を深めることが、ITSME トレーナーにとって今

後の更なる課題となっている。 
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表４－５ トレーナーの教科知識の改善状況 

ベースライン 目標とする状況 現在までの達成状況 

教材作成 W/S 開始時点（2012
年 6 月）に行われた教科知識

に関するプレテストの平均

は以下のとおり（対象：トレ

ーナー22 人）。 
算数 

単元 平均（％）

正比例 89.1 

周の長さ 89.4 

対称な位置に

ある図形 
64.0 

理科 

単元 平均（％）

水 81.2 

物が見える仕

組み 
50.5 

熱の伝わり方 37.5 

物質 61.0 
 

・基本的な考え方として、トレ

ーナーには、教科内容のすべ

てを理解することは求めて

おらず、モデル授業案で扱う

内容とその周辺知識を身に

付け、ToT において校長、AT
に対して必要十分な解説が

できるようになることをめ

ざしている。 
・そのため、理想的には、専門

家が最低限必要な問題に絞

ったテストには、100％正答

することが望ましい。 

教材作成 W/S 終了時点（2012
年 9 月）に行われた教科知識に

関するポストテストの平均は

以下のとおり（対象：左記のト

レーナー22 人）。 
算数 

単元 平均（％）

正比例 93.6 

周の長さ 98.5 

対称な位置に

ある図形 
78.4 

理科 

単元 平均（％）

水 99.5 

物が見える仕

組み 
77.7 

熱の伝わり方 85.9 

物質 75.6 

出所：プロジェクトチーム、事業進捗報告書（第 3 年次） 

 
以上から、アウトプット 2 はおおむね達成されたといえる。 

 
＜アウトプット 3＞ 授業改善のための教材類が作成される 

 
指標 3-1：活動 1-3 で示された計画目標に対して、実際に開発されたモデル授業案の数 

モデル授業案の計画目標（1 年次・2 年次：設定なし、3 年次：10 単元、4 年次：10 単元）

に対して、1 年次は 3 単元、2 年次は 9 単元、3 年次は目標どおりの 10 単元が作成された。4
年次は 2013 年 6 月時点で目標を超える 14 単元の作成をほぼ終えていることから、指標 3-1
はプロジェクト終了までに完全に達成される見込みである。 

 
表４－６ 開発されたモデル授業案の数 

ベースライン 目標値 現在までの達成状況 

0（なし） 

1 年次 設定なし 3 単元 

2 年次 設定なし 9 単元 

3 年次 10 単元 10 単元（13 教材） 

4 年次 10 単元 14 単元（16 教材）2013 年 6 月末時点でほぼ作成完了

出所：プロジェクトチーム 
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指標 3-2：活動 3-7 で取りまとめられた授業改善のための教材集 

プロジェクトは 2013 年 6 月時点で既に、これまでに開発されたモデル授業案、マニュア

ル、参考資料類の書式の調整などの作業を始めており、プロジェクト終了までには授業改善

のための教材集として取りまとめる予定である。プロジェクトの主な成果品は、付属資料 1
の Annex5 を参照のこと。したがって、指標 3-2 は達成されることが予測される。 

 

指標 3-3： 
教材集の国家標準としての採用を検討するよう MOES に提案するために、プロジェクトで準

備・提出した文書 

プロジェクトは、2013 年 6 月時点で、開発された教材集を MOES の既存の研修などへい

かに活用できるかなど、具体的な提言文書を作成する準備を進めている。プロジェクトは、

①エンドライン調査、②2013 年 6 月の ToT、③2013 年 7 月の研修教材 W/S（ToT 反省会）、

などを通して得られた対象校における IS の実践結果を基に、提言文書を作成する構想を立て

ている。プロジェクト終了までには作成・提出される見込みである。 
 

以上から、アウトプット 3 は達成に向けて着実に進捗しており、プロジェクト終了までに

は達成されると予測される。 
 
４－１－４ プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 対象小学校における理数科の授業の質が改善される 
プロジェクト目標の達成度合いは、以下に示す PDM の二つの指標に照らして評価した。

プロジェクトは、ラオスの既存の制度である学校での IS 活動と IS 活動への支援（ES 活動）

を活性化することで授業の質を改善することを目標としているため4、PDM の二つの指標に

加えて、IS 活動・ES 活動の活性化の度合いについても、プロジェクト目標の達成度を評価

するための補足指標として用いた。 
 

指標 1：対象校の教員の授業実践の質が改善する 

対象校の教員は、モデル授業案にならった授業案を用いることで、①明確な授業目標の設

定、②適切な流れの生徒活動の実施、③学習内容のまとめと評価活動、をおおむね行えるよ

うになりつつあり（表 4-7 参照）、したがって授業実践の質のなかでも授業構築技術がとりわ

け改善したことが認められた5。したがって、指標 1 は達成されたと判断できる。IS 活動は

教員に、生徒にとって楽しく分かりやすい授業や授業案を見せる機会を与え、モデル授業に

沿って授業を行う動機を与えた6。 

                                                        
4 つまり、三つのアウトプットが達成されることでIS活動とES活動が活性化され、これによりプロジェクト目標が達成される

というロジックであった。しかしPDMにはIS活動・ES活動の活性化を測るための指標が設定されていなかったことから補

足指標を用いた。 
5 エンドライン調査における対象32校の授業観察結果と終了時評価調査における8校でのインタビュー調査結果による（なお、

プロジェクトの対象校は全116校である）。 
6 終了時評価での質問票調査とインタビュー調査結果による。詳細は、後述のプロジェクト目標の補足指標「IS

活動・ES活動が活性化される」の達成状況を参照。 
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他方、教員の授業実践での指導内容（教科知識）は、これまで同様に教科書をコピーする

ことにとどまっている。今後は、習得した授業構築技術を用いて、教科書の内容を吟味し、

生徒の実態に合わせて正しい教科知識を教えられるようになることが更なる課題である。 
 

表４－７ 対象校の教員による授業実践の質 

ベースライン 
目標とす

る状況 
現在までの達成状況 今後の課題

ベースライン

調査で観察し

た授業実態： 
MOES の指導

に従い、教科

書の内容をそ

のまま生徒に

読み聞かせる

ことが授業で

あると考え、

そのとおり実

践していた。

生徒の実態や

学習環境に合

わせた工夫を

行っている様

子は認められ

なかった。 

対象校の

教員がモ

デル授業

案を使っ

て「子ど

もにとっ

て分かり

やすく楽

し い 授

業」を実

践 で き

る。 

・対象校の教員たちは、IS 活動のなかでモデル授業

案について自分たちの生徒の実態や学習環境に合

わせた工夫を施して改善し、これを授業で活用す

ることを通して、生徒が主体的に学習に参加し、

理解が深まるという効果を感じている。 
・ベースラインの状況と比べると、対象校の教員た

ちはモデル授業案を使って、より「子どもにとっ

て分かりやすく楽しい授業」を実践できるように

なりつつある。終了時評価におけるインタビュー

調査で報告された状況は以下のとおり。 
（1）対象校の教員の多くが、モデル授業案にならっ

た授業案を準備し、必要に応じてこれを参照し

ながら授業を行うことで、①明確な授業目標を

設定し、②生徒活動に対する明確なインストラ

クションを与え、③授業のまとめや生徒活動に

沿った評価活動を行えるようになってきた。 
（2）対象校の生徒はプロジェクトの開始前と比べ、

生徒活動により積極的に参加し、質問をしたり

質問に答えたり、議論に参加するようになっ

た。 
（3）対象校の生徒は、プロジェクトの開始前と比べ、

授業をよく理解するようになった。対象校によ

っては、学年末試験の算数と理科の点数がプロ

ジェクト開始前と比較して上がったところが

あり、プロジェクトによる影響と考えられる。 

対象校の教

員たちが更

に教科内容

に関する知

識を深め、習

得された授

業構築力を

用いて正し

い教科知識

を教えられ

るようにな

ることが課

題である。 

出所：プロジェクトチーム、ベースライン調査報告書、エンドライン調査報告書、終了時評価におけるインタビュー調査 

 

指標 2：対象校の教員の授業案の質が改善する 

プロジェクト専門家とトレーナーによる授業案の質の分析結果によると、対象校の教員の

作成した授業案（サンプル授業案数：26）は、①明確な授業目標の設定、②適切な流れの生

徒活動の配置、③学習内容のまとめと評価設問の設定、がなされており、とりわけ①につい

て質が改善したことが分かった。ベースライン時点の状況から考えると、授業案の質は大き
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く改善し、指標 2 は十分に達成されたと判断できる。一方、教科書に誤った、あるいは不適

切な生徒活動があってもそれを正すことまではできていない。2013 年 6 月以降に配布する

ITSME 研修教材には、日本人専門家が作成した対象単元の内容に関する教員向けの参考資料

が収められており、今後これを活用することで内容面での質の高まりが期待される。正しい

教科知識に沿って、上述の②と③をより適切に組み立てられるようになることが教員にとっ

ての今後の更なる課題である。 
 

表４－８ 対象校の教員の授業案の質 

ベースライン 
目標とする

状況 
現在までの達成状況 今後の課題

ベースライン

調査で確認さ

れた学習活動

案の実態： 
MOES の指導に

従い、教科書の

内容をそのま

まノートにコ

ピーしたもの

を学習活動案

と呼んでいた。

このため、教室

には手書きの

ノートよりも

読みやすい教

科書を持って

行って授業を

行い、自身の活

動案は、校長に

提出したり、PA
訪問の際にチ

ェックを受け

たりするため

に作成すると

いう意識が強

かった。 

教員たちは

モデル授業

案にならっ

て自身の授

業案を作成

することが

できる。 
 

・対象校の教員は、主に IS 活動を通じてモデル

授業案の良さを認め、モデル授業案にならっ

て自身の授業案を作成している。 
・授業案の書き換え作業を行ううえで、生徒が

教員の発問にどのように反応するかを予想す

る必要があるため、教員は生徒の既習事項を

確認したり、授業過程を工夫することを始め

ている。 
・エンドライン調査において訪問した 32 校から

収集した学習活動案のうち 26 案を、プロジェ

クト開始前と後に分けて ITSME トレーナーと

日本人専門家が学習活動案評価票に従って比

較した結果、プロジェクト開始後に作成され

た活動案は、特に①授業で生徒が何を学ぶの

か（授業目標）が明確になり、②これを生徒

がどのように達成するか（授業過程）が適切

に組み立てられ、更に③この達成をどのよう

に確認するか（評価設問）が適切に準備され

ているなど、授業の意図がより明確な学習活

動案となっていることが確認できた。 
・一方、教科書に誤った、あるいは不適切な生

徒活動があってもそれを正すことまではでき

ていない。 

正しい教科

知識に沿っ

て②と③を

より適切に

組み立てら

れるように

なることが

教員にとっ

ての更なる

課 題 で あ

る。 
 

出所：プロジェクトチーム、トレーナーによる新旧学習活動案の比較（専門家作成資料）、専門家による新旧学習活動案の比較

（専門家作成資料）、終了時評価のインタビュー調査 

 

 



 

－21－ 

 
補足指標：IS 活動・ES 活動が活性化される  

終了時評価での質問票調査の結果によると7、プロジェクトの実施を通して、IS 活動・ES

活動が質、量ともに活性化され、これが授業の質の改善に効果的であったことが明らかにな

った（表 4-9 参照）。モデル授業案は IS 活動の良い教材となり、IS 活動を効果的に行ううえ

で役に立った。４－１－３の指標 1-3 の達成状況で述べたとおり、IS 活動のなかで教員はモ

デル授業案を使った校長・AT によるデモレッスンを観察、モデル授業案を分析、教員同士

の授業観察を実施し、モデル授業案にならって従来の授業案を書き換えている。これら一連

の取り組みが、授業案と授業の質の改善につながった。以上の状況から、プロジェクトの計

画どおり、質の高いモデル授業案を用いた IS 活動と ES 活動の活性化が、プロジェクト目標

の達成に十分に貢献したといえる。 
 

表４－９ IS活動・ES活動の活性化の状況 

（1）IS 活動の活性化の状況 

＜質問票調査結果＞ 

トレーナー全 36 人（PESS6 人、DEBS16 人、TTC14 人）（回答数全 36 人）と対象校全 116

校の校長（回答数 98 人）に対する質問票調査の結果によると、プロジェクトの実施を通じて

IS 活動と ES 活動が活性化され、プロジェクト目標の達成に貢献したことが明らかになった。

主な回答内容は以下のとおり。 

1）モデル授業案、IS 活動の有効性 

・ 「IS 活動は対象校での授業の質の改善に貢献し、モデル授業案は IS 活動の活性化に貢

献した」 

⇒トレーナーの 100％が、非常に同意、あるいは同意。 

・ 「モデル授業案は従来の授業案より生徒の学習の向上に効果的であった」 

⇒トレーナーの 97％（35 人）が非常に同意、あるいは同意。 

・ 「モデル授業案を使うことにより IS 活動をより効果的に行うことができる」 

⇒校長の 98％（96 人）が、非常に同意、あるいは同意。 

・ 「プロジェクトの支援により IS 活動の質が向上した」 

⇒校長の 96％（94 人）が、非常に同意、あるいは同意。 

2）IS の頻度 

・ 「対象校は非対象校より IS 活動を実施する頻度が多い」 

⇒TTC のトレーナー6 人を除くすべてのトレーナーが、非常に同意、あるいは同意。 

3）IS 計画の策定、IS の内容、授業案の作成方法 

・ 「IS 計画の策定」 

⇒プロジェクト開始前に IS 計画を策定していたのは、対象校の 79％（77 校） 

⇒プロジェクトの開始後 IS 計画を策定したのは、対象校の 91％（89 校） 

                                                        
7 質問票の詳しい内容と調査結果（グラフ）は、付属資料4を参照のこと。 
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・ 「教員に、IS 活動のなかで定期的に授業案の作成方法について議論する機会を与えた」

⇒校長の 61％（60 人）が、非常に同意、あるいは同意。 

・ 「教員は定期的に協働で授業案を準備している」 

⇒校長の 77％（75 人）が、非常に同意、あるいは同意。 
 

＜インタビュー調査結果＞ 

終了時評価のインタビュー調査（対象 8 校）によると、教員は、算数と理科の対象外の単元

や対象外の科目であるラオス語についても、モデル授業案に沿って自主的に授業案を作成した

ことが明らかになった。質の高い授業を行うための授業案づくりに対する教員の熱意と献身が

うかがえる。科目ごとの全単元のうち、学校側が自主的に授業案を作成した単元のパーセンテ

ージ（1～5 学年までの平均％）は、以下のとおり。 
 

授業案を作成した単元 

（1～5 学年までの平均％）
算数 理科* ラオス語 

80％以上 6 校 7 校 6 校 

50～80％ 2 校 1 校 1 校 

50％以下 なし なし 1 校 

0％ なし なし なし 

* 理科は、教科「World Around Us」のなかに含まれる。 
 

（2）ES 活動の活性化の状況 

＜質問票調査結果＞ 

1）ES の頻度 

・ 「学校を支援するための、①トレーナーによる ES（授業のモニタリング）の頻度、②

TTC、PESS、DESB の協働の頻度」 

⇒プロジェクト開始前と比較して①、②ともに頻度が増えた。 

・ 「PA による授業観察の頻度はプロジェクト開始前と比較して増加した」 

⇒校長の 94％（92 人） が、非常に同意、あるいは同意。 

2）ES の内容、有効性 

・ 「PA から、授業の質を向上させるための専門的指導を受けている」  

⇒プロジェクト開始前：学校の 19％（19 校）が専門的指導を受けていた。 

⇒プロジェクト開始後：学校の 56％（55 校）が専門的指導を受けている。 

・ 「開始前と比較して、授業の改善のための PA からの技術支援はより効果的になった」

⇒校長の 98％（96 人） が、非常に同意、あるいは同意。 

 

以上から、これまでにプロジェクト目標は達成されたといえる。プロジェクト終了までに

上述のアウトプットの達成度が高まることにより、プロジェクト目標の達成度が更に高まる

と予測される。 
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４－１－５ 上位目標の達成状況 

＜上位目標＞ 対象県の授業の質が向上する 

 

指標 1：対象県の教員の授業実践の質が改善する 

 

指標 2：対象県の教員の授業案の質が改善する 

 

（1）上位目標の達成状況 

この上位目標は、プロジェクトにより改善された対象校の教員の授業実践・授業案の質

を対象外の教員にも広げていくことで達成される。一方、プロジェクトは、教員の授業実

践・授業案の質の向上のために、①対象県での授業改善のための仕組みの強化、②授業改

善を促進する人材（PESS、DESB、TTC のトレーナー）の能力強化、③授業改善のための

教材作り、を行って、今後対象県が県全体へ授業改善の取り組みを展開するための基盤づ

くりまでをめざしている。したがって、現時点ではプロジェクトの直接のインパクトによ

り、上記指標が大きく改善する時期ではないが、以下の上位目標の発現が既に確認されて

いる。 

 

・終了時評価のインタビュー調査で、幾つかの DESB から、私立学校を含め対象外の学校

のなかには既にプロジェクトのモデル授業案を実際に授業のなかに取り入れ実践して

いる学校があると報告があった。モデル授業案は、質を担保するための①明確な授業目

標、②生徒活動、③授業の評価設問、の設定により構成されているため、モデル授業案

を取り入れた学校では授業の質がいくらか向上していることが予想される。 

 

（2）上位目標に向かうインパクト 

上位目標達成に有効なプロジェクト由来のインパクトが以下のように確認されている

ことから、上位目標は達成の道筋にあると考えられる。また、プロジェクトの実施により、

IS の活用と活性化が授業の質の改善に効果的であったことが明らかになった。したがって、

「ラオス側により対象県のすべての学校で IS が行われる」という外部条件を満たすための

手段が講じられれば、上位目標の達成見込みが高まることが予想される。 

 

表４－１０ 上位目標に向かうインパクト 

プロジェクトによる 1 次的な

インパクト 
プロジェクトとの因果関係 

期待される 2 次的なインパク

ト 

1）対象 3 県の PESS は、プロ

ジェ クトの活 動を次 期

2013/2014 学校年度に対象

外の 2 郡へ拡大する計画

・ITSME トレーナーが PESS
局長に授業改善に対するモ

デル授業案の効果を説明

し、対象外の地域への拡大

・拡大先の 2 郡において、教

員の授業実践・授業案の質

が改善される。 
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（人材・予算計画含む）を

立てている。 
を働きかけた。 

・PESS 局長がプロジェクト活

動への参加を通じてモデル

授業案の効果を実感しつつ

ある。 

2）対象 PESS のなかには、モ

デル授業案の作り方やコ

ンセプトなどを既に対象

外の郡へ紹介したところ

がある。 

・同上 
・モデル授業案の効果を実感

した ITSME トレーナー自身

が、他の郡へも紹介したい

と思い紹介した。 

・同上 

3）全 8DESB は、プロジェク

トの活動を次期 2013/2014
学校年度に対象外のクラ

スターへ拡大する計画（人

材・予算計画含む）を立て

ている。 

・ITSME トレーナーが DESB
局長に授業改善に対するモ

デル授業案の効果を説明

し、対象外の地域への拡大

を働きかけた。 
・DESB 局長がプロジェクト活

動への参加を通じてモデル

授業案の効果を実感しつつ

ある。 

・拡大先のクラスターにおい

て、教員の授業実践・授業

案の質が改善される。 

4）対象 DESB のなかには、モ

デル授業案の作り方やコ

ンセプトなどを既に対象

外のクラスターへ紹介し

たところがある。 
対象 DESB のなかには、

ITSME トレーナー以外の

職員にも ToT を受講させ、

IS やモデル授業案の内容

やコンセプトを共有し、組

織全体としてモデル授業

案を使った授業改善を支

援できる体制を整えてい

るところがあった。 

・同上 
・モデル授業案の効果を実感

した ITSME トレーナー自身

が、組織内の他の職員や、

他のクラスターへも紹介し

たいと思い紹介した。 

・同上 
・IS やモデル授業案を作成、

指導できる人材が増えるこ

とで、より多くの学校にお

いてモデル授業案が紹介さ

れる。 

5）対象校のなかには、MOES
の質基準に従って選ばれ

るモデル学校になってい

るところがあり、これらモ

デル学校がクラスター内

の他の学校へ同校の授業

の様子などを紹介した。 

・対象校の校長や AT が ToT
を通じてモデル授業案の効

果を実感し、同じクラスタ

ー内の他校へ授業の様子な

どを紹介した。 

・クラスターの枠組みを使っ

て、学校同士で協力しなが

ら授業実践・授業案の質が

継続的に改善される。 
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6）DTE が、ITSME トレーナ

ーやモデル授業案などの

教材を既存の EQS 研修の

実施や PA ガイドラインの

改訂に活用し始めている。 

・プロジェクトからの働きか

けもあり、DTE 局長・副局

長や関連部局がプロジェク

トの活動への参加を通して

IS 活動やモデル授業案の効

果を認識しはじめた。 

・対象外の県の学校や DESB
にも、IS 活動やモデル授業

案の使い方、コンセプトが

広がる。 

7）DTE が、プロフェッショナ

ルネットワークの役割を

強化するための W/S を

2013 年 9 月に開催予定で

ある。 

・プロジェクトの活動を通し

て、DTE 局長・副局長がプ

ロフェッショナルネットワ

ーク強化の必要性を感じ

た。 

・プロフェッショナルネット

ワークの機能が再認識され

強化されることで、TTC、

PESS、DESB の協働や IS 支

援が行いやすくなる。 
8）モデル授業案が、対象 TTC

（教員養成カリキュラム）

において、算数や理科、指

導法に関する授業のなか

で用いられている。 

・TTC 学長や、ITSME トレー

ナーがモデル授業案の効果

を実感し、授業に取り入れ

た。 

・新規教員養成カリキュラム

を通じてモデル授業案が未

来の教員たちに普及され

る。 

9）学校側がモデル授業案にな

らって自主的にラオス語

の授業案を作成した。学校

によっては 1～5 学年まで

のラオス語の全単元の授

業案を作成した学校もあ

る。 

・モデル授業案の良さを認識

した校長、AT、教員らが IS
活動の機会を通じて、ラオ

ス語のモデル授業案を作成

した。 

・ラオス語の授業の質が改善

される。 

10）終了時評価のインタビュ

ー調査対象の幾つかの学

校と DESB から、プロジ

ェクト実施後、①中退率

が減少した、②学年末試

験の成績が向上した（特

に理科と算数）との報告

があった。 

・モデル授業案を使った授業

は、目標が明確であったり、

学習教材や生徒活動が工夫

されていて生徒が楽しく学

習できるため、中退率の減

少につながったと考えられ

る。 

・中退率の減少という重要な

教育課題に貢献する。 
・左記①と②のデータを収集、

活用することで、他県へプ

ロジェクト活動を紹介する

ための根拠になる。 

出所：プロジェクトチーム、「DESB、PESS 拡大計画」（専門家作成資料）（付属資料 6 を参照）、終了時評価のインタビュー調査 

 

（3）事後評価における上位目標の評価指標 

上位目標の達成度を測る指標として、PDM ver.2 では「指標 1：対象県の教員の授業実践の

質が改善する」「指標 2：対象県の教員の授業案の質が改善する」が設定されている。しかし、

これらの指標の目標値（目標とする状況）は必ずしも明確ではない。したがって、今後事後

評価で上位目標の達成度を評価する際には、次の点を考慮することが示唆される。 

・面的な達成度に関しては、目標値（目標とする状況）は、ラオス側（DTE、PESS、DESB）

の拡大計画を参考にすること。拡大計画に照らして、面的な達成度を測ることが推奨さ

れる。 

・質的な達成度に関しては、４－１－４「プロジェクト目標の達成状況」で述べた、指標

の「目標とする状況」と、その評価根拠を参考に達成度を測ることが推奨される。 
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４－２ プロジェクトの実施プロセス 

（1）活動の進捗 

PDM ver.1 の改訂以降、ほとんどの活動はおおむね PDM ver.2 と PO に沿って実施された。 

 

（2）技術移転のプロセス 

技術移転は、①専門家から ITSME トレーナー、②ITSME トレーナーから校長・AT、③校

長・AT から教員、の各段階において、方法、内容、技術移転のレベルともに適切に行われ

た。 

 

（3）プロジェクト実施体制 

プロジェクト実施体制はおおむね良好に機能した。特筆すべき点として、現場での活動の

実施部隊である TTC、PESS、DESB からなる ITSME トレーナーチームと、実務レベルの有

能な DTE C/P 職員が、活動の推進に貢献した。他方、以下のような問題もあった。 

・DTE 局長・副局長に活動結果を迅速かつ的確に報告し、活動内容を MOES の他部局へ広

めたり共有したりするためには、DTE の C/P の人数が十分ではなかった。 

・プロジェクト開始当初、PDM のコンセプト、フレームワークに関する関係者間の合意形成

に時間がかかった。そのため、PDM ver.1 が改訂されるまでの活動に遅れが生じた。 

 

（4）プロジェクトマネジメントシステム 

プロジェクトの意思決定、モニタリング、プロジェクト内の情報共有・コミュニケーショ

ンはおおむね適切かつ円滑に行われた。ただし、以下のような課題もあった。 

・第 3 年次までは、プロジェクトと他の開発パートナーとの協働は積極的には考慮されてこ

なかった。しかしながら、中間レビューの提言を受け、特に第 4 年次以降プロジェクトは

開発した教材などを既存の MOES の仕組みや活動に取り入れるための取り組みを始めて

いる。 

・プロジェクトは、W/S、ToT やエンドライン調査を通じて IS の概況を把握しているものの、

IS 活動の実態の定期的なモニタリングは十分には行われなかった。 

 

（5）オーナーシップ 

特に、現場レベル（PESS、DESB、TTC、学校）におけるオーナーシップが高く、プロジ

ェクトの活動を推進した。また、終了時評価のインタビュー調査を通して、自分たちが主体

となって終了後も活動を継続していく強いコミットメントが確認された。 

中央レベルでは、プロジェクト終了後も活動を推進していくため、DTE の更なるイニシア

ティブとオーナーシップが求められる。 

 

（6）中間レビューで示された提案に対する対応 

中間レビューで示された提案事項については、おおむね対応がはかられてきた。提案事項
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のうち、①ITSME の成果活用・共有のための中央レベルでの相互協力の検討、②他の関連人

材に対する ITSME の成果の共有・普及、③最終版の教材集とその全国普及に関する提言を

取りまとめたプロジェクトの最終成果品としての包括的報告書の作成と MOES への提出、の

3 点については現在も対応しているところであり、プロジェクト終了までには対応が完了す

ることが求められる。 

 

４－３ 評価5項目による評価 

４－３－１ 妥当性 

【評価結果：非常に高い】 

 

（1）ラオス国家開発計画、教育・スポーツ省（MOES）の開発政策との合致 

本プロジェクトは、ラオスの国家政策や教育政策と非常に高い整合性がある。第 7 次国

家社会経済開発 5 カ年計画（NSEDP 2011～2015 年）は人的資源の量的質的拡充を優先課

題の一つとしている。教育セクター開発フレームワーク（ESDF 2009～2015 年）、TESAP

では現職教員研修の拡充を課題の一つとしている。また、第 7 次教育分野開発 5 カ年計画

（ESDP 2011～2015 年）は、科学の近代化と教員の資質向上について述べている。対象の

幾つかの DESB からは、IS 活動により授業の質が改善されたことで生徒の中退率が低下し

たという報告もあり、ESDP（2011～2015 年）の中間レビューにおける中退率の改善とい

う重要課題とも整合している。 

 

（2）県教育・スポーツ局（PESS）、郡教育・スポーツ局（DESB）、教員養成校（TTC）、学校

のニーズとの合致 

MOES は、教員の資質向上のための IS の実施を促しているが、その具体的な内容につい

ては各学校任せであり、学校側も実のある活動を試行錯誤している。プロジェクトが IS

のための質の高い研修教材を提供し、適切な使用方法を指導することは、IS 活動を試行錯

誤していた学校のニーズ、IS 活動を支援する側である PESS、DESB、TTC のニーズと十分

に合致している。 

 

（3）日本のラオスに対する援助政策との合致 

プロジェクトは、MDGs 達成に向け基礎教育、教育の質の改善を優先分野とする日本の

対ラオス ODA 政策・計画と非常に高い整合性がある。外務省「対ラオス人民民主共和国

国別援助方針」（2012 年 4 月）によると、援助の基本方針（大目標）は、MDGs 達成と後

発開発途上国からの脱却への支援であり、「教育環境の整備と人材育成」は、四つの重点

分野（中目標）の一つに位置づけられている。「教育環境の整備と人材育成」重点分野で

は、教員の質の改善を支援すること、初等・中等教育では理数科教育分野を中心に支援を

行うことが言及されている。 
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（4）手段の適切性 

プロジェクトのアプローチは、次の点で適切であった。①IS 活動を通じた授業の質改善

というアプローチは教育の質の向上というラオスの教育課題の解決に有効に働いた、②タ

ーゲットグループの選定は適切であった、③プロジェクトは非対象地域への波及性があっ

た、④日本の教育現場は IS 実施に関する豊富な知見を有しており優位性があった。 

 

以上の結果から、妥当性は非常に高いと判断される。 

 

４－３－２ 有効性 

【評価結果：高い】 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

PDM の二つの指標と補足指標が達成されたことから、プロジェクト目標は十分に達成さ

れたと判断できる。 

 

（2）アウトプットと外部条件、プロジェクト目標の因果関係 

三つのアウトプットは、IS 活動・ES 活動の活性化を通してプロジェクト目標の達成に

貢献した。プロジェクト目標と三つのアウトプットの関係は目的と手段の関係になってい

るものの、その間にあるとされる IS 活動の活性化の位置づけが PDM 上では明確ではなか

った。加えて、プロジェクト目標やアウトプットの指標に目標値（目標とする状況）の設

定も必要であった。 

 

（3）アウトプットレベルの外部条件の充足状況 

アウトプットレベルの外部条件「IS と ES を実施する方針と方向性が MOES によって大

きく変更されない」は、プロジェクト期間を通して充足された。 

 

（4）アプローチの有効性 

①IS 活動を教員の継続的な専門性向上の機会として活用したアプローチ、②TTC、PESS、

DESB が協働することで教員を支援するアプローチは、授業の質の向上に有効であった。 

 

（5）プロジェクト目標を阻害・促進した要因 

1）異なる機関から構成される ITSME トレーナーチームを活用したことで、各機関の役

割が強化された。ITSME トレーナーチームの活動は、すべてのアウトプットの発現に

貢献しており、したがってプロジェクト目標の達成に貢献した。 

2）IS 活動を教員の継続的な専門性向上の機会ととらえ活用したアプローチが、授業の質

の向上に結びつき、プロジェクト目標の達成に貢献した。 

プロジェクト目標を阻害した要因は特になかった。    
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以上、PDM 上での IS 活性化の位置づけや目標値の不明確さはあったが、三つのアウトプッ

トがプロジェクト目標の達成に貢献し、計画どおり目標が達成されたことから、有効性は高い

と判断できる。 

 

４－３－３ 効率性 

【評価結果：高い】 

（1）アウトプットの達成度 

三つのアウトプットの達成状況は全般に良好であり、現時点ではまだ達成されていない

アウトプット 3 もプロジェクトの終了までに達成される見込みである。 

 

（2）活動とアウトプットの因果関係 

改訂後の PDM ver.2 の活動とアウトプットの因果関係は適切であった。 

 

（3）アウトプットの達成を阻害した要因 

特になし。 

 

（4）投入・活動の計画と実績の差異 

1）日本人専門家の投入 

日本人専門家はおおむね計画どおりに投入され、2013 年 10 月ですべての投入を完了

する見込みである。 

2）ラオス人 C/P の投入 

ラオス人 C/P は、おおむね計画どおりに行われた。 

3）活動実績 

「４－１－２活動実績」に示したように、PDM ver.1 のデザインが必ずしも実態に合

っていなかったことが主な原因で、当初の活動は大幅に遅れ、あるいは遅れていた。し

かしながら、PDM の改訂により活動が整理、修正されたあとはおおむね計画どおりに活

動が行われ、アウトプットの達成に貢献した。 

 

（5）前提条件の充足 

プロジェクト開始時点では、前提条件の①MOES による IS 活動と ES 活動強化のための

予算・施行面でのコミットメント、②IS 活動と ES 活動強化に予算・実施面でコミットす

る対象郡・対象校が存在すること、は必ずしも十分には満たされていなかった。しかしな

がら、プロジェクトがモデル授業案の開発や指導を行うなかで、MOES や対象郡、学校が

IS 活動や ES 活動の意義、授業の質改善に向けた効果を実感し始めたことで、コミットメ

ントが次第に高まっていったものと思われる。 
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（6）投入の量・質・タイミング 

1）日本人専門家 

ラオス C/P の評価によると、日本人専門家は成果を達成するために必要な専門性、資

質を満たしていると高く評価しており、技術移転のアウトプットを上げてきている。 

2）ラオス側 C/P 

日本人専門家の評価によると、ラオス側の C/P の能力・資質は、技術移転を行うため

に十分であった。特筆すべき点として、TTC、PESS、DESB からなる ITSME トレーナ

ーは、プロジェクト期間を通して必要な人数が配置された。これにより、アウトプット

を達成するための活動に支障が出ることがなかった。他方、「４－２プロジェクトの実

施プロセス」で述べたとおり、中央の DTE 実務レベルの C/P の人数が不足していた。 

3）供与機材 

供与機材の投入時期、規模、質は適切であった。プロジェクトの初期に大部分の機材

が投入され、活動計画に沿った機材の活用が可能となった。供与機材のコピー機を有効

活用して、対象 DESB はモデル授業案などの教材をコピーし、対象外の地域や学校へ配

布した。 

4）本邦研修 

研修期間や内容はおおむね適切で、参加者は学んだ知識や技術をプロジェクトの活動

に活用している。 

5）ローカルコスト 

ToT、学校モニタリング、IS などが定常業務として通常予算を用いてスムーズに行わ

れたことは、ラオスの厳しい予算状況を加味すると特筆すべき点であった（ToT にはプ

ロジェクトからの経費支援もあった）。 

 

以上、PDMver.1 の前提条件が完全に満たされないままプロジェクトを開始せざるを得ない状

況であったにもかかわらず、①日本・ラオス側の投入がおおむね計画どおりに行われたこと、

②最低限の既存予算を活用してアウトプットを達成したこと、③アウトプットの達成に向け本

邦研修が有効に活用されたこと、などから総合的に効率性は高いと判断される。 

 

４－３－４ インパクト 

【評価結果：高い】 

 

（1）上位目標へ向かうインパクト 

「４－１－５上位目標の達成状況」で述べたとおり、現時点ではプロジェクトの直接の

インパクトにより、上位目標の指標である「指標 1：対象県の教員の授業実践の質が改善

する」「指標 2：対象県の教員の授業案の質が改善する」が大きく改善する時期ではないが、

プロジェクトによるインパクトの発現が既に確認されている。 

プロジェクトの実施により、IS 活動・ES 活動の活用、活性化は授業の質の改善に貢献
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したことが明らかになった。したがって、「ラオス側により対象県のすべての学校で IS が

行われる」という上位目標達成のための外部条件を満たす手段が講じられれば、達成見込

みが高まることが予想される。 

 

（2）その他の正・負のインパクト 

以下の点が、予期していなかった正のインパクトである（「４－１－５上位目標の達成

状況」の「表４－１０上位目標に向かうインパクト」の 8）と 9）を参照）。負のインパク

トは特に特定されなかった。 

1）モデル授業案が、対象 TTC において、算数や理科、指導法に関する授業のなかで用い

られている。新規教員養成カリキュラムを通じてモデル授業案が未来の教員たちに普

及されることを考えると、そのインパクトは非常に大きい。 

2）対象校の教員が、プロジェクト期間中に、モデル授業案に沿って非対象科目であるラ

オス語の授業案を作成した。終了時評価で訪問した学校 8 校でのインタビュー調査に

よると、主に IS 活動の時間を利用して、学校側がモデル授業案にならって自主的にラ

オス語の授業案を作成したことが明らかになった。学校によっては 1～5 学年までの

ラオス語の全単元の授業案を作成した学校もあり、特筆に値するインパクトであると

いえる（「４－１－４プロジェクト目標の達成状況」の「表４－９IS 活動・ES 活動の

活性化の状況」のなかの表を参照）。 

 

（3）ラオスの開発課題へのインパクト 

以下のとおり、ラオスの開発課題へのインパクトが確認された（「４－１－５上位目標

の達成状況」の「表４－１０上位目標に向かうインパクト」の 10）を参照）。 

・終了時評価のインタビュー調査対象の幾つかの学校と DESB から、プロジェクト実施後、中

退率が減少したとの報告があった。中退率の減少という重要な教育課題への貢献が示唆

されたことは、特筆すべきである。 

 

以上の状況から、インパクトは高いと判断できる。 

 

（4）事後評価における上位目標の評価指標 

「４－１－５上位目標の達成状況」で述べたとおり、PDM ver.2 の上位目標の指標は必

ずしもその目標値（目標とする状況）が明確ではないため、今後事後評価で上位目標の達

成度を評価する際には、①面的な達成度に関しては、ラオス側（DTE、PESS、DESB）の

拡大計画を、②質的な達成度に関しては、「４－１－４プロジェクト目標の達成状況」で

述べた、指標の「目標とする状況」と、その評価根拠を参考に達成度を測ることが推奨さ

れる。 
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４－３－５ 持続性 

【評価結果：高い（中央レベル：中程度、地方レベル：高い）】 

 

（1）中央レベル 

1）政策・制度面 

IS 活動は学校で行われるべき活動、PA が支援すべき活動として MOES の PA ガイド

ラインに記載され、その政策は継続される見込みである。今後は、DTEが DPPE、ESQAC、

TTC など他の関連部局や組織と協力しながら継続・普及のメカニズムとして、「ITSME

将来計画と実施戦略」を具体化し、PA ガイドライン、EQS 研修、現職教員アップグレ

ード研修など既存の仕組みに ITSME の活動を位置づけていくことが必要である。 

「４－１－５上位目標の達成状況」の「表４－１０上位目標に向かうインパクト」で

述べたとおり、DTE は 2013 年の 9 月にプロフェッショナルネットワークの役割を強化

するためのワークショップを開催予定である。役割が明文化され強化されることで制度

面での持続性が更に高まることが予測される。 

2）組織・人材・財政面 

継続・拡大に向けて DTE の十分な人材数を確保していくことも求められる。財政面

では、プロジェクト実施中の予算はおおむね確保できたが、プロジェクト終了後の見通

しはまだ立っていない。したがって、プロジェクトの成果品を ESDP 予算計画や、既に

予算化されている研修のなかに組み込むことなどを通して、拡大のための予算を担保し

ていくことが課題となっている。DTE が TTC に対して活動継続・拡大のための予算計

画を指導することも課題である。 

3）技術面 

DTE が他の関連部局や組織と協力して、拡大を図る際に、質の確保に向けた適切な手

段を講じることが課題である。 

 

（2）地方レベル 

1）政策・制度面 

TTC、PESS、DESB からなる ITSME トレーナーチームはこれまでも互いのネットワ

ークを活用して活動を行ってきており、現場レベルではこのネットワークの仕組みが今

後も継続されることが期待できる。他方、「４－１－３アウトプットの達成状況」の指

標 1-1 の達成状況で述べたとおり、今後、対象地域外へ活動を拡大していくにあたり、

プロフェッショナルネットワークの機能や役割などに関する省レベルでの命令文書な

どがあると制度面での持続性がより高まると思われる。 

2）組織・人材・財政面 

TTC、PESS、DESB の意思決定者は、ITSME トレーナーを今後の継続・普及活動に活

用する意思を示している。また、対象 DESB のなかには、ITSME トレーナー以外の職員

にも ToT を受講させ、IS やモデル授業案の内容やコンセプトを共有し、組織全体として
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モデル授業案を使った授業改善を支援できる体制を整えているところがあった（「４－

１－５上位目標の達成状況」の「表４－１０上位目標に向かうインパクト」で述べたと

おり）。このように、組織内での経験、共有を図ることで組織・人材面での持続性が更

に高まるものと思われる。財政面では、学校モニタリングや IS などが既存の予算を用い

て行われていたことから、今後も財政面での持続性が確保される見込みが高い。 

3）技術面 

ITSME トレーナーの能力は、専門家の指導の下グループでモデル授業案を作成できる

レベルまで強化された。ITSME トレーナーは、プロフェッショナルネットワークを活用

して自分たちで継続的に授業案を作成、改善していくことに自信をもっている。今後も

トレーナー同士のピア・ラーニングにより授業案を継続的に作成、向上させていくこと

が期待される。対象全校がモデル授業案を用いた IS を行うことができるようになってい

ることから、対象校では IS 実施を通じた授業案・授業の質の向上も継続される見込みで

ある。 

 

以上、政策・制度面、組織・財政面、技術面から検証し、中央レベル（MOES）の持続性は

中程度であるものの、今後の方向性に見通しがついており、かつ、地方レベル（TTC、PES、

DESB、学校）の持続性は高いと判断できることから、プロジェクト全体の持続性は高いとい

える。 

 

４－４ プロジェクトに対する貢献要因・阻害要因 

４－４－１ 貢献要因 

（1）計画内容に関すること 

1）異なる機関から構成される ITSME トレーナーチームを活用したことで、各機関の役

割が強化された。ITSME トレーナーチームの活動は、すべてのアウトプットの発現に

貢献しており、したがってプロジェクト目標の達成に貢献した。 

2）既存の制度である IS 活動を教員の継続的な専門性向上の機会ととらえ、活用したアプ

ローチが、授業の質の向上に結びつき、プロジェクト目標の達成に貢献した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）ToT、モニタリング、IS を定常業務として位置づけて実施してきたことが、財政面の

持続性の確保につながった。 

2）実践してみたいと思える授業を見せるアプローチを取ったことで、ITSME トレーナー

や教員のモチベーションを高め、結果的にラオス語や対象外の単元の授業案を学校が

独自に作成するなどのインパクトにつながったと思われる。 
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４－４－２ 阻害要因 

（1）計画内容に関すること 

当初計画には、教科書の質の低さや学習環境の未整備などが考慮されていなかったため、

これらが活動を遅らせる要因となった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

PDM ver.1 の改訂に時間を要したため、それまでの活動が遅れることとなった。しかし

ながら、改訂後はおおむね計画どおりに活動が行われた。 

 

４－５ 結 論 

プロジェクト目標は予定どおり達成されていることが確認された。プロジェクトの妥当性は非

常に高く、また有効性、効率性も高い。インパクトも高く、MOES が必要な手立てを講じること

で、上位目標の達成が期待されるとともに、対象外の地域への波及効果が認められた。持続性に

ついては、中央レベルで中程度、地方レベルでは高い結果であり、中央レベルでの持続性の確保

が、今後の継続・普及に向けた一つの鍵となっている。 

以上の評価結果から、本プロジェクトを予定どおり 2013 年 10 月で終了することが妥当である

と判断できる。他方、「対象県の授業の質が向上する」という上位目標の達成に向け、本プロジ

ェクトの効果として達成された授業構築技術を使い、正しい教科内容に基づいて本当の意味での

質の高い教育を提供していくためには、プロジェクト終了の数年後に必要に応じてフォローアッ

プ協力を検討することが望まれる。 
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第５章 提言及び教訓 
 

５－１ 提 言 

調査の結果から、目標達成に向けてプロジェクトは順調に進捗しており、ITSME のアプローチ

は、教員の専門性能力向上のための効果的かつ公平な手段として、対象校の IS 活動を活性化する

ことに貢献したと結論づけられる。 
また、対象校における学習指導案作成において、ITSME アプローチが前向きに受け入れられ、

適用されていることも確認された。とりわけ、ITSME モデル学習指導案や ITSME アプローチを

最大限に活用して IS 活動を活性化させた対象校の意欲やコミットメントについては、特に評価に

値する。学校レベルの関係者とのインタビューや議論からも、対象校の校長や教員が ITSME の

アプローチやフォーマットを活用し、児童にとってより意味のある楽しい授業づくりに向けて意

欲的に取り組んでいることが明らかとなった。また、IS 活動計画は、学校開発計画の一環をなし、

学校交付金を活用した最小限の費用で継続できるものであることも確認された。 
ITSME アプローチを通じた授業の質向上に関しては、郡レベルの関係者や校長へのインタビュ

ーにより、ITSME アプローチによる学習指導案づくりと授業実践が学習達成度や修了率に正のイ

ンパクトをもたらしたとの報告があった。また、プロジェクトの非対象校も ITSME アプローチ

に関心をもつようになり、プロジェクトで作成された教材の配布や ITSME アプローチに係る指

導の実施が DESB に依頼されるようになったことが強調された。しかし、プロジェクトでは、PDM
で設定された指標以外に、教育の質を測るための主要な指標について特にフォロー・モニターし

てこなかったことから、本調査時点では、ITSME により導入されたアプローチと、学習達成度や

修了率の改善との関連性について、定量的な手法により適切に説明することは不可能となった。

本調査団としては、PDM 指標に基づいて、授業の質は改善したと結論づけたが、評価時点におい

て質の変化を測るための定量かつ具体的なデータが入手できていれば、授業の質改善へのインパ

クトについてより説得力のある論拠を示すことができたであろう。 
学校レベルの IS 活動に新たな知識やスキルを導入する仕組み（クラスターレベル ToT）に関し

ては、校長や AT は、プロジェクトによる財政的支援に頼らずに独自にクラスターレベルの ToT
に参加し、効果的な学習指導案の作り方、すなわち、授業内容に照らし合わせて十分に検討され

た活動を組み入れつつ、児童が活動に参加することを通じて授業内容への理解を深めることを念

頭においた授業づくり、を学んだ。このこと（財政支援がなくとも対象校がクラスターToT に継

続的に参加したこと）を踏まえると、既存の制度や仕組み、すなわち、PA による学校巡回指導

や DESB による定期的な校長会などを活用し、よい授業づくりための技術指導が継続的に実施さ

れる可能性は高いと判断される。 
他方、技術指導の頻度や質については、学校への指導（ES 活動）が、授業の質改善に対して

実際に貢献し得るか否かを決定づける重要な課題として、本プロジェクトの協力期間を超えて検

討される必要がある。プロジェクトの重要な成果の一つとなる、ITSME トレーナーによって開発

されたモデル学習指導案の質は、プロジェクト開始当初と比較して適切に改善されている。また、

ITSME トレーナーは、プロジェクトの実施を通じて蓄積された知見から自信を獲得し、学校を支

援し、ITSME アプローチを広めようとする意欲も高まっていることが観察された。かかる点から

も、関連部署・組織の管理職関係者においては、プロジェクト終了後における ITSME の普及に

関して、ITSME トレーナーを最大限に活用することを検討することが強く望まれる。 
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全国の非対象校に対して、ITSME アプローチを効果あるものとして普及していくためには、プ

ロジェクトで育成されたトレーナーに加えて、MOES の中核人材の専門能力をいかに強化・育成

していくかが主要な課題となる。なぜならば、全国への普及には MOES の既存のチャンネルの活

用が必要であり、ITSME アプローチについて必ずしも知識が豊富でない人材も関与することにな

るからである。かかる点から、DTE が「ITSME 将来計画と実施戦略」を策定したことは喜ばし

いことであるが、ITSME アプローチの普及に係る DTE のビジョンや戦略について、中央関連部

局とも十分に共有、議論し、各部局の協力と参画を確保していくことが望まれる。このように、

今後の質の伴った ITSME アプローチの普及の成否は、中央レベルの政策・制度的支援を促進で

きるか否かが鍵を握る。 
上述にかんがみて、プロジェクトで達成されたアウトプットを非対象地域に拡大・普及させる

ための現状の取り組みを更に強化していくためには、具体的には、以下に述べるタスクが関係者

によって継続的に取り組まれることが望まれる。 
 
５－１－１ 理数科現職教員研修改善プロジェクト（ITSME）アプローチ、インパクト、アウ

トプットの国レベルでの共有 
（協力期間中に専門家の主導の下で取り組まれるべき課題） 

評価調査団は、専門家が積極的な役割を果たしつつ、以下の課題について取り組むことを提

言する。 
（1）教育・スポーツ省（MOES）の主要関係者や開発パートナーと理数科現職教員研修改善

プロジェクト（ITSME）の経験や成果を共有し、普及計画を議論するための最終セミナ

ーの開催 
今般の調査結果から最も懸念された事項として、ITSME アプローチやそのインパクトや

アウトプットが、DTE 以外の中央関係部局幹部と広く共有されておらず、十分に認知され

ていないことが挙げられる。したがって、協力終了前に優先的に取り組まれるべき活動と

して、プロジェクトの経験・知見の共有と、ITSME アプローチ普及に係る将来的取り組み

について、関係者と議論するための国家普及セミナーを開催することを提言する。また、

同セミナー開催にあたっては、MOES の主要な関連部局（DPPE、DOI、DP、RIES 及び ESQAC
を含む）や開発パートナーの参加を確保することが肝要である。 

 
（2）理数科現職教員研修改善プロジェクト（ITSME）教材を含めた包括的で使いやすい理数

科現職教員研修改善プロジェクト（ITSME）普及パッケージの統合 
PDM 上の活動 3-1～3-6 で予定されているとおり、プロジェクトは、開発されたすべて

の教材の最終版を取りまとめた文書を作成し、協力期間終了前に MOES に提出することと

なっている。教材の活用方法に関する提案や提言は、DTE が作成している「ITSME 将来

計画と実施戦略」に完全に一致した形で取りまとめられる必要がある。また、ITSME 教材

やアプローチが関係部局の活動に取り入れられ、効果的に活用されるよう、パッケージを

最終化する前に、上述した国家普及セミナーにて発表のうえ、関係者で議論し、最終版に

議論の結果を反映させることが望ましい。 
普及パッケージに含まれる付随教材については、マネジメントレベル及び技術レベル、

それぞれに対応できるよう二つのコンポーネントに分け、使いやすく分かりやすいものに
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することが望ましい。非対象地域への普及を促進するために、視聴覚要素を伴うレファレ

ンス、例えば、パワーポイントにビデオクリップを組み入れるなど、ITSME アプローチや

これを使った IS 活動とその効果等を分かりやすく説明し、理解を促進するための工夫も望

まれる。将来的には、関係者間で情報の共有や更新、学習指導案や IS 活動の共有等のため

の効果的なメディアとして、ウェブページの開設なども検討するとよいであろう。 
 
（3）現職教員資格向上プログラム（5+3 から 8+3）への理数科現職教員研修改善プロジェク

ト（ITSME）トレーナーの動員と適切な教材配布 
2013 年 8 月に実施される現職教員資格アップグレードプログラムに対して、プロジェク

トの支援の一環として ITSMEトレーナーを動員することが望まれる。同プログラムは 2014
年から 2 年の予定で実施されるため、専門家においては、プログラム全体のカリキュラム

に係る詳細な情報を収集・分析のうえ、ITSME の組み入れ方に関する提案を上述 5-1-2 で

作成する提言に含めること。 
 
（4）学習成果の向上と修了率に対するプロジェクトの影響を実証するための学校レベルのデ

ータの収集・取りまとめ 
既に述べたとおり、中退率、留年率、最終試験結果等、主要な教育指標に係るプロジェ

クトの前後での変化を示すデータは、今般の評価結果を科学的な方法で裏打ちする強力な

エビデンスとなり得たと考える。したがって、プロジェクトのインパクトを示す定量的な

データ・エビデンスを収集し、プロジェクトの最終報告書においては、可能な限り、定量

的なデータによる分析を組み入れることを提言する。また、国家普及セミナーにおいては、

ITSME アプローチに対する意思決定者の関心を高めるためにも、MOES が直面している主

要な教育課題（修了率の改善）に対するインパクトや効果について定量的な分析結果を共

有することが好ましい。 
 
５－１－２ 普及やモニタリングにおける既存のチャンネルや制度の最大限の活用 
（専門家の支援を得て DTE が他の MOES 関連部局や TTC とともに取り組むべき課題） 

ITSME アプローチの国家普及計画と戦略について、関連部局（DPPE、ESQAC、DOI、DP、
DOF）間で協議し、実施プロセスにおける関連部局の協調と十分な参加を確保することが肝

要である。関連部局間における議論は継続的に実施されることが重要であり、少なくとも初

回の協議については、協力期間内で専門家の支援の下に実施されるべきである。将来的には、

それぞれの関係者が各課題にどのように取り組むか、技術面から提言することが望まれる。

以下に具体的な課題を挙げる。 
（1）指導主事（PA）、校長、教員を対象とする関連研修プログラムへの理数科現職教員研修

改善プロジェクト（ITSME）アプローチの統合 
これまで、EQS に関連したトレーニングモジュール、例えば、学校運営、現職教員研修、

PA 及び IS ガイドライン等の開発プロセスにおけるプロジェクトの関与は十分であったと

は言い難い。他方、これらのモジュールは、IS 活動の実施・促進・モニタリング方法等、

プロジェクトを通じた経験やアウトプットが反映されるべき内容を包含している。かかる

点から、これらのモジュール草案の改訂に向けて関連部局が協働できるよう、DTE と関連
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部局、とりわけ DPPE との間で、実際に機能し得る調整メカニズムを話し合い、合意する

必要がある。ITSME トレーナーは、現在、EQS 研修に講師として参加し、ITSME アプロ

ーチに係る研修実施を担当しているが、モジュール改訂プロセスには、ITSME トレーナー

による今般の研修実施の結果や経験も反映させることが望まれる。なお、EQS 研修モジュ

ールの草案は、CIED を通じた JICA の技術協力の下で作成されている。 
 
（2）関連する教育国家基準やガイドライン〔教員評価・資格付与、指導主事（PA）ガイドラ

イン等〕の設定に向けた教育・スポーツ省（MOES）の現状の取り組みに対する働きか

け〔教員教育局（DTE）、DOI、DOP〕 
ITSME アプローチを MOES の制度や組織のなかに更に統合・浸透させていくためには、

5-2-1 での提言事項に加えて、ITSME で開発されたモニタリングのためのツールやフォー

マットを関連部局と共有・協議し、必要に応じて修正のうえ、関連分野（IS や授業改善）

における MOES の基準や枠組みのなかに適切に取り込まれるよう、促していくことが望ま

れる。 
 
（3）全教員への普及に向けた教員養成校（TTC）による教員養成・現職教員研修プログラム

の最大限の活用 
ITSME アプローチを全国の教員に普及させ、現場での実践を支援・促進していくために、

TTC による教員養成や現職教員研修を効果的に活用していくことが肝要である。かかる点

から、DTE においては、プロジェクトが対象とした 2 校の TTC で蓄積された経験や知見

を最大限に活用すべく、全国すべての TTC に対する ITSME アプローチの導入やそのため

の指導に上記 2 校のリーダーシップを発揮させることが求められる。既に作成されている

「ITSME 将来計画と実施戦略」の一環として、上述 2 校の TTC と協力のうえ、既に同校

で強化された人材（ITSME トレーナー）を活用した着実な普及計画を策定し、全 TTC と

共有のうえで、具体的な活動の推進に向けて議論することが求められる。かかる点におい

て、8 月に実施される DTE の年次会合は、将来計画共有・議論のための第一歩を踏み出す

よい機会となると考えられる。 
 
５－１－３ 継続・普及のための人材の強化と更なる拡大に向けて〔教育・スポーツ省（MOES）、

教員養成校（TTC）、県教育・スポーツ局（PESS）、郡教育・スポーツ局（DESB）〕 
本調査期間中にも、ITSME 普及に向けた意欲や熱意が対象県や郡より示されたが、普及の

質を担保するためには、中核人材の専門能力の向上のために必要な方策を取っていくことが

肝要である。これに向けて、ITSME に根ざした IS 活動を現場にて導入・実施支援する中核

人材を継続的に強化・育成していく必要がある。かかる点から以下を提言する。 
（1）異なる研修プログラムを担当するトレーナー間における知見・スキルの共有〔県教育・

スポーツ局（PESS）、郡教育・スポーツ局（DESB）〕 
県や郡レベルにおける多くのトレーナーが学校レベルの関係者に対する研修を実施し

ている。かかる点について、DESB あるいは PESS において、異なる研修プログラムに配

置されているトレーナーの間で経験や知見を共有し、研修の実施能力を強化する機会を確

保することを提言する。ITSME のアプローチは、関連分野におけるさまざまな研修のなか
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で紹介されることが期待されていることから、研修に携わるすべての職員（トレーナー）

には、ITSME ステップを踏まえた IS 活動の推進に係る効果的なガイダンスを行うための

適切な理解と能力強化が求められる。 
 
（2）継続的な学習指導案作成実践を通じた理数科現職教員研修改善プロジェクト（ITSME）

アプローチの導入及びモニタリングに不可欠な専門性の強化〔県教育・スポーツ局

（PESS）、郡教育・スポーツ局（DESB）、教員養成校（TTC）〕 
ITSME 普及を担う中核人材は、専門性の強化に継続的に取り組んでいくことが肝要であ

る。ITSME を適用した IS 活動が授業改善に効果的に働くか否かは、PA が実施する現場で

の技術指導の質にかかっており、PA は、学習指導案作成や授業観察の実践を通じて、専

門能力と技術を継続的に向上させることが求められる。かかる点から、DESB、PESS や

TTC においては、PA 及び関係者が学習指導案の作成を継続的に行い、必要な技術力を身

に付けるよう動機づけていくことを奨励する。 
 
（3）教員養成校（TTC）、県教育・スポーツ局（PESS）、郡教育・スポーツ局（DESB）及び

学校間における協働の強化 
（2）に関連して、ITSME の経験に根ざした TTC、PESS、DESB が協働する仕組みを維

持し、これを強化していくことが望ましい。TTC においては、PESS、DESB 及び学校と協

働し、授業の質向上に向けた研究活動の推進を検討するのも一案である。このような取り

組みを通して、TTC が現場レベルの授業の実践にかかわり、DESB、PESS との授業の質改

善に向けた協働が強化されることが期待できる。また、上述したような TTC、PESS、DESB
の間の協働の仕組みが促進・強化されるよう、TTC、PESS、DESB に係るプロフェッショ

ナルネットワークやその実践方法に関する省令や指針・手引書等の発行を検討することを

提言する。 
 
５－１－４ その他の提言事項 

上述に加えて、効果的な普及に向けて、以下に述べる点についても関係当局にて検討され

ることを提言する。 
（1）普及・モニタリングにおける郡や学校クラスターの効果的活用 

終了時評価の現地調査に先駆けて実施した ITSME トレーナーや対象校に対する質問紙

調査においても、対象地域の学校クラスターはよく機能しており、普及やモニタリングに

おける効率的な仕組みとして認識されていることが確認できた。したがって、地域の校長

や教員たちが、教室レベルの経験を共有し、教授プロセスに係る共通の課題や挑戦につい

て話し合い、適切な解決策を探るための意義ある機会を提供する場として、学校クラスタ

ーを一層強化していくことが奨励される。かかる点から、クラスターの仕組みが、ITSME
アプローチを取り入れながら、教授法に係る教員の現場のニーズに対応すべくより効果的

なものとなることが望まれる。 
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（2）校内指導（IS）及び校外指導（ES）の好事例に係るレファレンスサイトの発掘とその活

用の推進〔教員教育局（DTE）と就学前・初等教育局（DPPE）、県教育・スポーツ局（PESS）、
郡教育・スポーツ局（DESB）及び学校との協働〕 
本評価調査を通して、調査団は ITSME 教材やアプローチを最大限に活用した好事例や

イニシアティブが現場に多く存在することを強く認識した。かかる点からも、DESB や

PESS における ES の好事例を発掘し、レファレンスサイトとして MOES により認知され

ることが望まれる。学校に関しては、2014 年の教育年次会合での決定により、郡レベルで

モデルスクールを選定することになり、既にプロジェクト対象校の多くがモデルスクール

に選定されている。これらのモデルスクールを更に強化し、ITSME アプローチを学校現場

で普及させるためのよきレファレンスサイトとして活用されることが望まれる。 
 
（3）教員養成校（TTC）のラオス語専門家との協力推進 

対象校の多くがラオス語についても ITSME アプローチを学習指導案の作成に適用して

いることから、TTC のラオス語を専門とする教官の参加を得て、技術面に係る適切なガイ

ダンスを提供していくことが望ましい。またラオス語専門の TTC 教官の関与は、TTC 教

官の ITSME アプローチに係る能力向上にも寄与し、パクセーTTC が 2014 年度に試行を計

画している ITSME アプローチを採り入れた小学校教員向け導入訓練の質の向上にも貢献

すると考える。 
 

５－２ 教 訓 

（1）既存の枠組みの効果的な活用 
本プロジェクトでは基本方針として、学校レベルにおいて現職教員研修を導入するため

のラオスにおける既存の制度、すなわち IS 活動と整合・連動するように、活動を計画・実

施してきた。そのため、これらの活動は C/P に比較的スムーズに受け入れられ、今では日

常業務の一部になりつつある。このことは、プロジェクトの全体期間を通して、ラオス側

のオーナーシップの構築・強化に貢献したとともに、プロジェクト終了後の持続性の確保

にも貢献し得る。 
 

（2）現場レベルにおける協力関係の構築・強化 
本プロジェクトの実施にあたっては、対象地域の TTC の教官、並びに、PESS 及び DESB

の PA が現場レベルの C/P（ITSME トレーナー）として任命され、トレーナーチームを形

成した。日本人専門家の技術的な指導の下、ITSME トレーナーは互いの知識や経験を共有

しながら連携して活動に取り組み、チームとしての結束を着実に強めていった。このチー

ムのメカニズムは、プロジェクト活動の効果的な実施に貢献したとともに、プロジェクト

終了後の持続性の確保にも貢献し得る。 
 

（3）プロジェクトに関する情報の発信・共有 
中央レベルにおける本プロジェクトの C/P は DTE である一方、DPPE や RIES 等、MOES

の他部局や MOES 傘下の組織もまた、特にインパクトや持続性の観点から、プロジェクト

活動の円滑かつ効果的な実施を確保するために重要な役割を有している。しかしながら、
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プロジェクトの進捗、アウトプット、課題といった情報は、これら関連する部局・組織に

十分に共有されていたとはいえず、また、有機的な連携が期待できる他の開発パートナー

に対しても、十分に発信されていたとはいえない。これを踏まえ、プロジェクトは早期の

段階から、関連する人、部局、組織に対して効果的・効率的に情報を発信・共有し、プロ

ジェクト活動の効果を高めるための対話や連携を模索していくことが肝要である。 
 

（4）ベースライン／エンドライン調査の項目 
学校レベルでの授業改善を実現するために、本プロジェクトでは IS 活動と ES 活動の活

性化に焦点をあてて活動を実施してきた。そのため、プロジェクトの介入によって IS 活動

と ES 活動がどのように活性化されてきたかという点は、プロジェクトのアプローチに関

する妥当性・効果を証明するためにも、明らかにされなければならない。しかしながら、

ベースライン／エンドライン調査の項目に含まれていなかったため、IS 活動や ES 活動に

関するデータはプロジェクトによって収集・分析されておらず、終了時評価調査団が独自

に質問票調査を実施して収集・分析せざるを得なかった。これを踏まえ、プロジェクトは

協力期間の開始時点において、介入の効果を測るに適切なデータ・指標を特定し、プロジ

ェクトの全体期間を通して定期的にモニタリングしていくことが肝要である。 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M） 

・ANNEX１-1 Project Design Matrix（PDM1）（変更前） 

・ANNEX１-2 Project Design Matrix（PDM2）（改訂版） 

・ANNEX 2   Project Operations 

・ANNEX 3-1 Evaluation Grid（Achievement of the Project）  

・ANNEX 3-2 Evaluation Grid（Process of Project Implementation）  

・ANNEX 3-3 Evaluation Grid（Evaluation by Five Criteria） 

・ANNEX 4   Input to the Project 

・ANNEX 4-1 List of Japanese Experts 

・ANNEX 4-2 List of Lao Counterparts 

・ANNEX 4-3 List of Equipment Provided by JICA 

・ANNEX 4-4 Cost of the Operation in Laos 

・ANNEX 4-5 List of Target Schools 

・ANNEX 4-6 List of Training Sessions conducted during the Project 

・ANNEX 4-7 List of Participants of Training in Japan 

・ANNEX 5   List of Materials Developed by the Project 

・ANNEX 6   List of Interviewees 

２．評価グリッド（和文） 

３．質問票調査様式（プロジェクトチーム、DTE向け） 

４．質問票調査様式・結果（トレーナー、学校向け） 

５．ITSME将来計画と実施戦略 

６．DESB、PESS拡大計画 
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